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超深地層研究所計画は、深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備および深地層にお

ける工学技術の基盤の整備を目標として、日本原子力研究開発機構が、岐阜県瑞浪市において実

施している結晶質岩を対象とした深地層の研究施設の建設をともなう研究プロジェクトである。

研究は、地表からの調査予測研究段階(第 1 段階)、研究坑道の掘削を伴う研究段階(第 2 段階)、研

究坑道を利用した研究段階(第 3 段階)の 3 段階からなり、全体で 20 年程度の計画である。このう

ち第 1 段階の活動は 2004 年度まで行なわれた。 
第１段階においては、「地表からの調査・研究による地質環境モデルの構築および研究坑道掘削

前の深部地質環境の状態の把握」が成果目標の一つとして設定されており、調査量と個別目標や

課題に対する理解度や不確実性との関連性を実例で示すことにしている。本件、MIZ-1 号孔にお

ける岩盤力学調査は、研究所用地内における深層ボーリング孔(MIZ-1 号孔)の掘削による研究所

用地の深部地質環境の把握のための調査と、それに基づく地質環境モデルの構築を課題としてい

た。 
本報告書は、2004 年度に実施した MIZ-1 号孔における岩盤力学調査から得た、以下の項目の

調査結果等を取りまとめたものである。結果の概要をあわせて示す。 
① ボーリングコアを用いた室内試験による基盤岩の物理・力学的特性の把握 

研究所用地での基盤岩（土岐花崗岩）の物理・力学的特性は、局所的な脆弱部を除く健岩部

で、見かけ比重＝2.62、一軸圧縮強度＝173MPa、50%接線静ヤング率＝53.9GPa、ポアソン

比＝0.265 等であり、正馬様用地の土岐花崗岩と同程度であった。 
② ボーリングコアを用いた初期応力測定 

コアを用いた応力測定法として、AE、DRA、ASR、DSCA の四手法を適用したが、DSCA を

除いてボーリング時の応力解放によるひずみが微小なため信頼できる結果は得られなかった。 
③ 水圧破砕法を用いた原位置試験による基盤岩の初期応力測定 

水平面内の最大主応力の方向は NW‐SE に集中した。また、概ね深度 400m より浅いところ

では逆断層型（ vhH SSS ただし土被り圧 ghを vS とした）、概ね深度 600m より深いと

ころでは正断層・横ずれ断層型（ hHV SSS ）となる環境であった。 
④ 岩盤力学モデルの構築 

既往の地質構造モデルを基本として上記の調査結果を解釈した岩盤力学モデルを構築した。

その力学モデルでは、物理・力学的特性は概ね一様とし、初期応力状態は断層を境とする異

なる二つの領域に区分した。 
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In order to establish the scientific and technical basis of geological disposal of high level 

radioactive waste, Japan Atomic Energy Agency (JAEA) is advancing the geo-scientific 
research at the Mizunami Underground Laboratory (MIU). In this project, the surface-based 
investigation phase (Phase I) was finished in fiscal year 2004. 

Rock mechanics investigations were conducted in Phase I using the MIZ-1 borehole in order 
to understand the rock mechanical conditions deep underground and to construct a rock 
mechanical model of the MIU construction site. This report describes the results of these 
investigations. A brief summary is shown as follows. 
1) Determining the average rock physical and mechanical properties using core from Toki 

Granite are: 
-    apparent specific gravity: 2.62; 
-    unconfined compressive strength (U.C.S.): 173Mpa; 
-    tangent modulus at 50% U.C.S: 51.8Gpa; 
-    poisson’s ratio: 0.265. 

These results are consistent with the results of similar investigations in the nearby 
Shobasama site. 

2) Estimation of in situ※ stress by stress measurements using cores 
Four different methods (AE, DRA, ASR, and DSCA) were applied to estimate the in situ 

stress state. However the results are very low confidence due to very small deformation 
during drilling, excepting DSCA. 

3) Determining of in situ stress by hydraulic fracturing 
The horizontal, maximum principal stress is oriented to NW-SE (using north magnetic 

pole). Above six hundred meters depth, the in situ stress state is reverse fault type 
( ,vhH SSS overburden pressure vSasgh ). But below it, the in situ stress state 
changed to a wrench or normal fault type ( hHV SSS ). 

4) Rock mechanical model 
In consideration of the investigations and geological model, we proposed a rock 

mechanical model consisting of two in situ stress states and homogeneous, rock mechanical 
properties. 

 
※mean “in the natural or original position” 
Keywords: MIZ-1, Rock Mechanics, Rock Mechanical Property, In Situ Stress, 
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1. はじめに 
 

超深地層研究所計画は、深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備および深地層にお

ける工学技術の基盤の整備を目標として、独立行政法人日本原子力研究開発機構が、岐阜県瑞浪

市において実施している結晶質岩を対象とした深地層の研究施設の建設をともなう研究プロジェ

クトである。研究は、地表からの調査予測研究段階（第 1 段階）、研究坑道の掘削を伴う研究段階

（第 2 段階）、研究坑道を利用した研究段階（第 3 段階）の 3 段階からなり、全体で 20 年程度の

計画である1)。このうち第 1 段階の活動は 2004 年度まで行なわれた2)。 
第 1 段階においては、「地表からの調査・研究による地質環境モデルの構築および研究坑道掘削

前の深部地質環境の状態の把握」が成果目標の一つとして設定されており、調査量と個別目標や

課題に対する理解度や不確実性との関連性を実例で示すことにしている。そこで、掘削長 1,300m
で下方は斜孔としたボーリング孔（MIZ-1 号孔）を掘削し、鉛直深度 GL.-1,000m に達するまで

を範囲とする以下のような調査を実施した。 

① ボーリングコアを用いた室内試験による基盤岩の物理・力学的特性の把握 
土岐花崗岩を対象とし、ボーリングコアから深度の異なる試料を採取して試験を行い、研究

所用地における地下深部までの岩盤の力学的特性を把握する。 
② ボーリングコアを用いた初期応力測定 

土岐花崗岩を対象とした場合の、AE (Acoustic Emission) 法、DRA (Deformation Rate 
Analysis) 法、ASR (Anelastic Strain Recovery) 法、および DSCA (Differential Strain Curve 
Analysis) 法の適用性を確認する。 

③ 水圧破砕法を用いた原位置試験による基盤岩の初期応力測定 
水圧破砕法による原位置初期応力測定を行い、研究所用地における地下深部までの初期応力

状態を把握する。 

図 1.1 研究所用地と MIZ-1 号孔の位置関係 
第 1 段階報告書

2）の付図に加筆 

MSB-1 号孔

主立坑

換気立坑

※ 併記した MSB-1～4 号孔は 

被覆層である瑞浪層群を対象としたボーリング孔

研究所用地境界

研究坑道

(建設中)

MSB-3 号孔（斜孔）

MSB-2 号孔

MSB-4 号孔

MIZ-1 号孔（一部は斜孔）
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また、以上の調査で得られた結果は、第 2 段階以降の活動において、研究坑道掘削にともなう

掘削影響領域の検討、研究坑道の詳細設計、調査研究計画の策定などに反映するとしている。そ

こで、MIZ-1 号孔での調査結果に基づいた岩盤力学モデルを構築した。 

④ 研究所用地における岩盤力学モデルの構築 
研究所用地の深度 1,000m までのサイトスケールにおける岩盤力学モデルの構築 

本報告書は、2004 年度に実施した、①から④までの作業について取りまとめたものである。初

めに、第 2 章では調査項目の概要を述べる。次に、第 3 章では室内物理・力学試験の方法と結果、

考察を述べる。続いて、第 4 章ではボーリングコアを用いた初期応力測定について、四種類の手

法ごとに測定原理や試験方法を概括し、測定結果を示し、また適用性について検討する。さらに、

第 5 章では水圧破砕法による初期応力測定の結果をまとめる。最後に第 6 章では、前述の調査結

果に基づく岩盤力学モデルの構築について述べる。 
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2. 調査項目 
 

MIZ-1 号孔における調査項目を表 2.1 に示す。ボーリングコアの採取深度や原位置測定の実施

深度は、調査対象とした土岐花崗岩において深度方向の変化が把握できるよう、採取深度や実施

深度ができるだけ等深度間隔に配置されるよう設定した。 

表 2.1 MIZ-1 号孔における調査項目 
調査項目 試験又は測定名 数量 備考 

室内物理試験 
(1)  密度試験、含水比試験、有効間隙率試験 204 個 17 深度(深度 1 点あたり 12 個) 

(2)  弾性波速度試験(P 波，S 波) 153 個 17 深度(深度 1 点あたり 9 個) 

室内力学試験 

(1)  一軸圧縮試験 51 個
17 深度(深度 1 点あたり 3 個) 

(2)  圧裂引張試験 51 個

(3)  三軸圧縮試験 102 個
17 深度(深度 1 点あたり 6 個) 
封圧 10，20，30MPa 

初期応力測定 
(コアによる) 

AE/DRA 法(室内試験) 72 個

6 深度(深度 1 点あたり 6 方向×2 個)
測定手順に共通点の多い AE、DRA 法

の二手法を同時実施 

ASR 法(現場試験) 10 個

5 深度(深度 1 点あたり 2 個) 
ボーリングによる応力解放に伴う非

弾性ひずみ測定のため採取現場に測

定装置持込み 

DSCA 法(室内試験) 6 個 6 深度(深度 1 点あたり 1 個) 

初期応力測定 
(岩盤を対象) 水圧破砕法(原位置測定) 15測点 15 深度(深度 1 点あたり 1 測点) 
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3. 室内物理・力学試験 
 
3.1 室内物理試験 
3.1.1 試験方法 

室内物理試験で得られる岩石の物理特性は、後述する室内力学試験で得られる力学特性と相関

が高く、相互の試験結果の妥当性を検証する指標となるとともに、これら結果を総合的に評価す

ることでより正確に岩石の特性を評価できるものと考えられる。 
今回実施した室内物理試験の項目は、密度試験、含水比試験、有効間隙率試験および弾性波速

度試験であり、それぞれ地盤工学会が示した指針「岩の試験・調査方法の基準・解説書（平成 14
年度版）」3)に準拠して実施した。なお、同指針は国際的な学会組織である International Society for 
Rock Mechanics (ISRM)の指針4)（以下、ISRM 指針）をふまえた内容となっている。 
 
(1) 密度試験、含水比試験、有効間隙率試験 

試験するボーリングコアを採取した深度は、MIZ-1 号孔の掘削で確認された地層・岩相および

地質構造 2)を参考に以下のように決めた。MIZ-1 号孔の掘削で判明した地層・岩相および地質構

造は、概略として以下のとおりである。被覆層である瑞浪層群は掘削深度 109m で基盤岩である

土岐花崗岩を不整合に覆っている。土岐花崗岩内は掘削深度 109～311m で局所的に低角度割れ目

集中帯（210～220m）を含む亀裂密度の比較的高い領域（以下、上部割れ目帯）であり、掘削深

度 311m 以深で、幾つかの、断層の影響による風化変質と亀裂密度の高い（RQD の低い）ゾーン

を含む、基本的には亀裂密度の比較的低い領域（以下、下部低密度割れ目帯）であった（表 3.1.1
内の付図左）。そこで、ボーリングコアの採取位置は、試験体の作成に必要な連続した長さが得ら

れるよう極端に RQD の低いゾーンを避けつつ、土岐花崗岩内で概ね等深度間隔に採取されるよ

うに 16 点を設定した。なお、被覆層（瑞浪層群、土岐夾炭累層）にも参考点を一つ設定したので

全体の採取数は 17 点である。表 3.1.1 にコアの採取深度を示す。なお、MIZ-1 号孔は図 3.1.1 の

ように掘削深度 250ｍ付近からコントロールボーリングで徐々に屈曲させた一部斜孔であり、深

部では掘削深度と鉛直深度の差が大きくなるため、これ以後、採取位置は鉛直深度で示す。 
次に、これらボーリングコアを整形し、直径 3.5cm で、長さ 7cm（L/D 比 1.5）と長さ 3.5cm

（L/D 比 1.0）の二種類の円柱形試験体を作成した。本試験に供した試験体数は深度 1 点あたり

12 個である。なお、ここで試験に供した試験体は、本試験後（物理試験後）に力学試験に供し、

両試験で試験体が異なることによる物理物性値と力学物性値の対応のばらつきが小さくなるよう

にした。 
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表 3.1.1 試験対象深度 

深度 No. 
コア採取平均深度 
掘削深度で表記 

(GL.- m) 

コア採取平均深度

鉛直深度で表記※ 

(GL.- m) 

採取区間長 
(m) 備考 

1 81.59 81.5 1.96 瑞浪層群 土岐夾炭累層 
2 167.53 167.5 0.88 

土岐花崗岩 
上部割れ目帯 

3 199.52 199.5 1.65 
4 228.55 228.5 0.90 
5 260.52 260.5 1.03 
6 299.54 299.5 0.92 
7 349.56 349.5 0.97 

土岐花崗岩 
下部低密度割れ目帯 

8 400.58 400.3 1.07 
9 441.53 440.6 0.98 
10 482.54 480.4 1.03 
11 562.71 558.4 1.19 
12 641.49 635.1 0.98 
13 727.50 718.8 0.91 
14 818.83 807.6 1.93 
15 879.13 866.3 1.32 
16 985.91 970.2 2.51 
17 1020.93 1004.3 1.35 

下の地質構造モデルは第 1 段階報告書
2）、ステップ 3 モデルに加筆

※掘削深度と鉛直深度の関係に曲線補間して算定したため 0.3m 程度の計算誤差を含む 
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図 3.1.1 MIZ-1 号孔の掘削方向 

第 1 段階報告書
2）、MIZ-1 号孔レイアウト図に加筆 

試験では、自然重量、乾燥重量、表面乾燥重量、飽和浸漬重量、体積をそれぞれ測定した。つ

いで、これらの測定値に基づき、見かけ比重（乾燥）脚注）、吸水率、有効間隙率、含水比、飽和度

の各値を、飽和・成形法および飽和・浮力法を用いて計算した。 
 

(2) 弾性波速度試験 
試験するボーリングコアの採取深度と試験体数の設定方法は上述の(1)と同じである。ただし深

度 1 点あたり 12 個の試験体中に 3 個含まれる L/D 比 1.0 の試験体は、L/D 比 1.5 のものと比較し

て弾性波伝播距離が 2/3 であり、測定精度が低下することから試験対象から除外した。よって、

深度 1 点あたり 9 個が試験体数である。 
試験では、試験体の両端に P 波および S 波の弾性波発信子および受信子をあて、円柱形試験体

の軸方向に伝播する弾性波のトラベルタイムを測定した。次に別途測定しておいた試験体長さを

このトラベルタイムで除して弾性波速度（P 波、S 波）を計算した。さらに、これら弾性波速度

と(1)の試験結果を用い、弾性論に基づいて動ヤング率と動ポアソン比を計算した。 
 

3.1.2 試験結果 
室内物理試験で得られたボーリングコアの鉛直深度に対する物性値の変化を図 3.1.2(a)と(b)に

示す。ここで、全測定深度 17 点のうち 1 点だけ含まれる土岐夾炭累層（表 3.1.1 の深度 No.1 の

試料）の値は大きく異なるため、図には示していない。次に、試験で得られた主な物性値の範囲

と平均を表 3.1.2 (a)と(b)に示す。土岐花崗岩についてまとめた表(a)では、今回調査で得られた値

の全てを用いた場合を示すとともに、鉛直深度 199.5m の脆弱部を除外した場合の平均を括弧内

に記載した。また比較として既往の研究（正馬様用地5),6),7),8)、日本の花崗岩類9) ）から得た平均

値10)を併記した。 
                                                                                                                                                       
脚注）ISRM 指針 4)では、乾燥相対密度（固体部分の重量 SM を固体部分の見かけ体積 VS VVV
で除した乾燥密度 d と水の密度 W の比）と粒子相対密度（ SM を固体部分の体積 SV で除した粒
子密度 S と W の比）を定義しているが、見かけ比重の定義はない。一般には乾燥相対密度を乾
燥状態での見かけ比重とすることが多いが、岩石を対象とする場合、粒子相対密度とすることが
ある。本調査では前者にならい乾燥相対密度を見かけ比重とした。乾燥相対密度と粒子相対密度
のいずれを見かけ比重とするかによる値の相違は有効間隙率の大きさと関係しており、有効間隙
率が比較的大きな土岐挟炭累層で相違が大きく、小さな土岐花崗岩で相違はほとんどない。 
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※エラーバーは測定値の上限と下限を示す 

図 3.1.2(a) 室内物理試験の結果（密度試験、含水比試験、有効間隙率試験） 
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※エラーバーは測定値の上限と下限を示す 

図 3.1.2(b) 室内物理試験の結果（弾性波速度試験） 
 

JAEA-Research 2009-031

- 8 -



 
 

 

表 3.1.2(a) 室内物理試験の結果（土岐花崗岩） 

室内物理試験の項目 
MIZ-1 号孔（今回調査） 
鉛直深度 167.5～1004.3m 

正馬様用地の

土岐花崗岩 
平均

10) 

国内における 
花崗岩の平均

10)

測定値上限下限 平均値 
見かけ比重（乾燥） 

(＝乾燥相対密度)
2.30～2.65 

(2.55～2.65)
2.61 

 (2.62) 2.62 2.63 

含水比, % 0.24～5.76 
(0.24～1.22)

0.71 
(0.41) 0.38 0.4 

有効間隙率, % 0.64～13.5 
(0.64～3.41)

1.84 
(1.12) 1.31 2.0 

弾性波速度 P 波, km/s 3.74～6.16 
(4.53～6.16)

5.36 
(5.45) 5.27 4.75 

同 S 波, km/s 1.58～3.38 
(2.34～3.38)

2.83 
(2.91) 2.85 2.44 

※括弧内は花崗岩のうち鉛直深度 199.5m の脆弱部データを除いて計算したもの 

表 3.1.2(b) 室内物理試験の結果（土岐夾炭累層） 

室内物理試験の項目 
MIZ-1 号孔（今回調査） 

鉛直深度 81.5m 
測定値上限下限 平均値 

見かけ比重（乾燥） 
(＝乾燥相対密度) 1.31～1.66 1.47 

含水比, % 22.7～38.5 30.5 
有効間隙率, % 37.7～50.4 44.3 

弾性波速度 P 波, km/s 2.21～2.57 2.39 
同 S 波, km/s 1.02～1.12 1.09 

図 3.1.3 は、表 3.1.2(a)の値に基づいて、MIZ-1 号孔と正馬様で得られた土岐花崗岩の物性値を

比較した図である。比較にあたり差異の程度を分かりやすく示すため、国内の花崗岩平均値を基

準（100％）とした百分率で表した。また、この比較では、局所的脆弱部である鉛直深度 199.5ｍ
（表 3.1.1 の深度 No.3）を除いた表 3.1.2(a)の括弧内の値を用いることにした。なお、ボーリン

グコアの観察によると、当該脆弱部は断層に伴う変形作用を受けた領域と考えられている 2)。 
これによると、MIZ-1 号孔と正馬様で土岐花崗岩の物性値は概ね同様であるとわかる。さらに、

国内の花崗岩平均値と比べると、どちらも見かけ比重や含水比は同程度であるのに対して、有効

間隙率が小さく、弾性波速度が速い傾向にある。したがって、土岐花崗岩の健岩部は国内の平均

的花崗岩に比較してややち密であると言える。 
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※花崗岩のうち鉛直深度 199.5m の脆弱部データを除く 

図 3.1.3 MIZ-1 号孔の物理試験結果の正馬様および国内平均との比較 
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3.2 室内力学試験 
3.2.1 試験方法 

今回実施した室内力学試験の項目は、一軸圧縮試験、圧裂引張試験および三軸圧縮試験である。

各試験方法は、室内物理試験の項と同様、地盤工学会の指針 3)に準拠して行った。また、各試験

に供するボーリングコアの採取深度の設定は室内物理試験の項で述べたとおりである。深度 1 点

あたり 12 個とした試験体はいずれも室内物理試験を先に行ったもので、同一試験体を用いること

で両試験結果の比較における物性のばらつきの影響を緩和できると考えられる。 
 

 (1) 一軸圧縮試験 
L/D 比 1.5 の試験体から深度 1 点あたり 3 個を抽出して一軸圧縮試験に供した。試験結果は、

個々の試験体が持つ力学的性質のばらつきを考慮した試験法の指針にしたがい、3 個の平均値を

当該深度の試験結果とした。試験では、定変位制御で試験体を圧縮し、その速度は試験体が 10
分程度で破壊するよう決めており、速度をひずみ速度に換算すると s/1010 65 　～ 程度に相当する。

試験中は、試験体に貼り付けたひずみゲージを用いて試験体の縦・横ひずみを、また、試験機の

載荷板に装着したロードセルを用いて試験体に加えた圧縮荷重をそれぞれ測定した。次に、試験

結果から、破壊時のピーク応力を一軸圧縮強度とし、また、応力‐ひずみ関係に基づき 50%強度

での接線静ヤング率と静ポアソン比を求めた。 
 

(2) 圧裂引張試験 
深度 1 点あたり 3 個作成した L/D 比 1.5 の試験体を圧裂引張試験に供した。(1)と同じく 3 個の

平均値で当該深度の試験結果とした。次に、試験結果から破壊時のピーク荷重を得て、弾性論に

基づく理論式（試験法の指針に記載）を用いて圧裂引張強度を計算した。 
 

(3) 三軸圧縮試験 
L/D 比 1.5の試験体から深度 1 点あたり 6個を抽出して三軸圧縮試験に供した。封圧試験では、

個々の試験体が持つ力学的性質のばらつきの大きな原因と考えられる既存き裂が圧力で閉塞し、

そのばらつきが緩和されるため、再現性の確認に必要な最低個数 2 個を試験体数とした。また、

封圧は 10MPa、20MPa、30MPa の三条件としたので、合計で 6 個の試験体数となる。次に、試

験で得られた三軸圧縮強度に基づいてモールの応力円を描き、モールクーロンの破壊規準に基づ

いた粘着力cと内部摩擦角 を求めた。 
 

3.2.2 試験結果 
室内力学試験で得られたボーリングコアの鉛直深度に対する物性値の変化を図 3.2.1(a)～(c)に

示す。ここで、全測定深度 17 点のうち 1 点だけ含まれる土岐夾炭累層の値（表 3.1.1 の深度 No.1
の値）は大きく異なるため、図には示していない。次に、試験で得られた主な物性値の範囲と平

均値を表 3.2.2 (a)と(b)に示す。室内物理試験の結果と同じように、土岐花崗岩をまとめた(a)表で

は、今回調査で得られた値の全てを用いた場合を示すとともに、鉛直深度 199.5m の脆弱部を除

外した場合の平均を括弧内に記載した。また比較として既往の研究（正馬様用地 5),6),7),8)、日本の

花崗岩類 9)）から得た平均値 10)を併記した。 
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※エラーバーは測定値の上限と下限を示す 

図 3.2.1(1) 室内力学試験の結果（一軸圧縮試験） 

0

200

400

600

800

1000

0 5 10 15
圧裂引張強度, MPa

鉛
直

深
度

, 
m

※土岐花崗岩のみプロット

 
※エラーバーは測定値の上限と下限を示す 

図 3.2.1(2) 室内力学試験の結果（圧裂引張試験） 
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※三軸圧縮強度のエラーバーは測定値の上限と下限を示す 
図 3.2.1(3) 室内力学試験の結果（三軸圧縮試験） 

表 3.2.2(a) 室内力学試験の結果（土岐花崗岩） 

室内物理試験の項目 

MIZ-1 号孔（今回調査） 
鉛直深度 167.5～1004.3m 正馬様用地の

土岐花崗岩 
平均

10) 

国内における 
花崗岩の平均

10)
測定値の 
上限と下限 平均値 

一軸圧縮強度, MPa 63.7～212 
(121～212)

166 
(173) 168 136 

50%強度接線静ヤング率, GPa 20.3～67.9 
(41.6～67.9)

51.8 
(53.9) 51 33 

静ポアソン比 0.168～0.354 
(0.168～0.354)

0.263 
(0.265) 0.34 0.23 

圧裂引張強度, MPa 2.12～12.5 
(3.53～12.5)

6.24 
(6.48) 7.6 8.0 

(UU 試験) 粘着力 c , MPa 25.2～42.6 
(34.4～42.6)

38.2 
(39.1) 34 21 

(UU 試験) 内部摩擦角 , ° 30.1～53.8 
(49.3～53.8)

50.8 
(52.2) 55 52 

※括弧内は花崗岩のうち鉛直深度 199.5m の脆弱部データを除いて計算したもの 

表 3.2.2(b) 室内力学試験の結果（土岐夾炭累層） 

室内物理試験の項目 

MIZ-1 号孔（今回調査） 
鉛直深度 81.5m 

測定値の 
上限と下限 平均値 

一軸圧縮強度, MPa 12.0～12.8 12.3 
50%強度接線静ヤング率, GPa 4.2～4.7 4.5 

静ポアソン比 0.233～0.320 0.290 
圧裂引張強度, MPa 0.97～1.04 1.00 

(CU 試験) 粘着力 c , MPa 1 点算定につき

該当なし 
3.30 

(CU 試験) 内部摩擦角 , ° 24.3 
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図 3.2.1 (1)～(3)をみると、土岐花崗岩の鉛直深度 199.5ｍの脆弱部の物性は他の深度と比較し

て各種強度やヤング率が半分程度に小さいことから、何らかの作用により元の力学的構造が変質

や破壊されているものと考えられ、コアの観察において断層に伴う変形作用を受けた地点と解釈

したことを裏付けている。 
次に、表 3.2.2(a)の値に基づき、MIZ-1 号孔と正馬様で得られた土岐花崗岩の物性を比較した

（図 3.2.2）。ここで室内物理試験の時と同じく、脆弱部を除いた健岩部での比較とし、物性値は

国内の花崗岩平均値を基準（100％）とした百分率で表した。図 3.2.2 によると、静ポアソン比は、

MIZ-1 号孔のばらつきの上限がほぼ正馬様の値となり、全体的に小さめの値を示した。しかし、

その他の物性において MIZ-1 号孔は正馬様と概ね同程度であった。どちらの土岐花崗岩も国内の

花崗岩平均値と比べて、一軸圧縮強度、50%強度接線静ヤング率、粘着力が大きい傾向にあり、

土岐花崗岩の健岩部は変形しにくく、せん断抵抗の大きな岩石であるといえる。 
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※花崗岩のうち鉛直深度 199.5m の脆弱部データを除く 

図 3.2.2 MIZ-1 号孔の力学試験結果の正馬様および国内平均との比較 
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4. 岩石試料を用いた初期応力測定 
 
4.1 測定原理 
4.1.1 AE 法 

AE とは Acoustic Emission の略で、固体が破壊するときに、蓄積されていた弾性エネルギーが

急激に解放されることにより発生する波動である11)。岩石では、載荷により岩石試験体中でマイ

クロクラックが発生したとき、あるいは進展したときの微小破壊に伴って発生する弾性波を指し

ており、これは通常、試験体が発する音波として観測される。 
AE 法による初期応力測定12)は、岩石の載荷過程で発生する AE に認められるカイザー効果を測

定原理としている。カイザー効果とは、マイクロクラックなど微小欠陥を有する岩石がある応力

レベルにおかれると、その応力レベルで破壊規準を満足する微小欠陥が微小破壊を起こすが、こ

こで除荷して再度荷重を加えても先の応力レベルまでは新しい微小破壊をほとんど生じない効果

のことを言う。このカイザー効果を応用すると、試験室でボーリングコアから作成した試験体に

載荷した場合、そのコアが地中で経験していた応力レベル（初期応力）までは微小破壊（AE 発生

頻度）は少ないが、それを超えると微小破壊（AE 発生頻度）は急増するので、これを観測して初

期応力を判定するのが AE 法による初期応力測定である。 
 

4.1.2 DRA 法 
DRA (Deformation Rate Analysis) 法による初期応力測定13),14)は、AE 法と同じく岩石のカイザ

ー効果を測定原理としている。AE 法が AE 発生頻度の増加率増大点を観測するのに対し、DRA
法は多数の微小破壊が蓄積した結果生じる全体の変形性の変化点を観測することが異なる。原理

的に AE 発生頻度の増加率増大点＝変形性の変化点（微小破壊蓄積の増加率増大点）であるので、

同一試験体に対して先述のAE法と同時に実施し、双方の試験結果を相互検証することができる。 

岩石を対象とする実際の試験では、変形性の変化は小さく、カイザー効果以外の機構による非

弾性ひずみも重なって観測されることから、1 回の載荷試験だけでカイザー効果に基づく上記の

変化点を抽出することは難しい。そこで DRA 法では、図 4.1.1 に示すように、試験体を繰返し一

軸圧縮し、載荷サイクル間の差分変化を計算し、上記の変化点が強調されたデータを対象に分析

を行う。具体的には、次式で定義されるひずみ差関数を求める。 

ijij  (4.1) 

 
 
 

(a) 繰返し一軸圧縮の載荷パターン 
 

 (b) ij の定義 (c) ひずみ差関数の屈曲点 

図 4.1.1 DRA 法におけるひずみ差関数15) 
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ここで i は i回目の載荷時の軸応力 に対する試験体の載荷方向のひずみを表し、 j も

同様であるが、載荷サイクルは iが先行し、 jが後発である(すなわち ij )。次に i と j

からひずみ差関数 ij を得て特性図 ‐ ij を描く。ここで応力・ひずみで圧縮を正とと

ると、特性図は図 4.1.1 のような上に凸の曲線となる。この曲線の屈曲点における軸応力 0を屈

曲点応力と呼び、 0が求めているカイザー効果に基づく変化点となる。また、載荷サイクルのピ

ーク応力は 0より大きく設定しなければならないため、ある程度初期応力を推測したうえで、か

つ、試験体の巨視的破壊が起こる荷重以下の適切な値を設定する。 
 

4.1.3 ASR 法 
ASR (Anelastic Strain Recovery) 法による初期応力測定16)は、ボーリングで取り出され初期応

力より解放された岩石が示す非弾性ひずみを測定し、初期応力を推定する手法である。岩石を初

期応力から解放すると、瞬間的な弾性ひずみの解放と伴に、それまで圧力で閉じていた割れ目が

徐々に開き（応力解放による空隙の発生）、その結果生じる巨視的な非弾性ひずみが観測される。

ここで、発生する空隙の大小が初期応力の大小と対応すると仮定できれば、非弾性ひずみは初期

応力に対応した一定量で表れると考えられる。そこでこの現象の構成式を別の実験で求めておき、

その式に非弾性ひずみの観測結果を与えれば初期応力が求まるというのが ASR 法の原理である。

なお、本調査では、初期応力の算定にあたり、従来から行われてきた被り圧を既知とする方法で

なく、松木らの研究17),18),19)により改良された、試験体から得られる情報のみで三次元的な応力を

決定できる方法を用いることにした。なお、非弾性ひずみは岩種にもよるが、概ね初期応力の解

放から数日しか認められないため、計測もその間に行なう必要がある 16)。 
 
4.1.4 DSCA 法 

DSCA (Differential Strain Curve Analysis) 法による初期応力測定20)は、ASR 法と同じく応力

解放による空隙の発生に依拠した手法である。ASR 法が巨視的な非弾性ひずみの発生を測定する

のに対し、DSCA 法では空隙発生量（クラック密度）を測定することが異なる。DSCA 法の名称

は微小な量のひずみを S/N 比を高めて観測するテクニックの DSA（差ひずみ解析：Differential 
Strain Analysis）に由来している。DSCA では応力解放による空隙を発生する岩石と、その発生

が無いと考えられる溶融石英を同じ圧力容器の中に入れて等方圧を加える。このとき観測される

両者の差ひずみを解析するとクラック密度の大きさを反映したテンソル量が得られ、その主値の

方向および主値の大きさの比は応力解放前に受けていた初期応力の主値と等しいとするのが測定

原理である。特長として 1 個の試験体で三次元的な初期応力を推定できる（ただし初期応力の絶

対値を知るには初期応力の主値の一つが必要）。また、ASR と比較して、岩石試料を実験室に持

ち帰り実施できる時間的余裕を有する利点がある。ただし応力解放による空隙をすべて閉塞でき

るような高い封圧（本調査では 100～150MPa 程度）が得られる試験装置が必要21)である。 
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4.2 試験方法 
ボーリングコアを用いた初期応力測定では、測定地点の岩盤（地山）から切り離されたコアに

対して評価される応力の方向と、そのコアが地山内にあったときの方向を結びつける必要から、

ボーリング掘削は定方位コアの採取が重要である。本調査もこれに従い、ボーリングコアはすべ

て定方位で採取した。なお、方向検出に磁気コンパスを用いた関係から、記述における方向座標

系の北は磁北であり、記号 N で表すべきところは mN と標記する。 
 

4.2.1 AE 法および DRA 法 
測定原理の項で述べたように、両手法の相違は、圧縮載荷した試験体のカイザー効果に基づく

反応を観測するのに用いるものが、AE であるかひずみであるかという点であり、試験装置や試験

体は共通化できる。そこで、試験の合理化を目的として、同一試験体に対する一体の試験を実施

した。そこで以下では AE/DRA 法と呼称し、両手法による測定を同時に行った。 

(1) 試験体 
AE/DRA 法では、試験における載荷軸方向に関して試験体岩石が地下で履歴した応力レベルが

測定されるので、初期応力を三次元で評価するためには独立な 6 方向の測定が必要である。その

ため、定方位コアに対し、図 4.2.1(a)のような 6 方向の小さな円柱を切出して、6 本一組の円柱形

状の試験体を作成した。ここで、調査対象である MIZ-1 号孔のボーリングコア径が 47～63mm
のため、切出す円柱の径を 20mm に設定し、また、載荷は一軸圧縮を基本とするので、一軸圧縮

における試験体の寸法効果（寸法で試験結果が左右される効果）を緩和する指針 3)に従い、試験

体の寸法における長さ(L)／直径(D)比を 2 とした。 
上記のとおり、AE/DRA 法として一体で実施するため、試験体を AE 法と DRA 法とで区別せ

ず、試験の対象深度は表 4.2.1(a)のとおりとした。試験に際し、試験体は自然乾燥状態であると

し、ボーリングコア採取から一週間を超えないものとした。また、ひずみ計測に用いる電気抵抗

線ひずみゲージは、試験体側面の軸および円周方向に各 2 枚、90 度間隔、合計 4 枚をシアノアク

リル系接着剤脚注）で貼付した。 

図 4.2.1(a) AE/DRA 法の円柱形試験体の軸のとり方 

                                                                                                                                                       
脚注）使用した接着剤は市場で一般に入手可能であるが、接着剤の選定が試験の成否を左右するこ
とから具体的な製品名は実験作業を委託した業者のノウハウとして公開されていない。以下、接
着剤の記述箇所で商品名のないものは同様の理由による。 

 

 

 

mN(北)方向※ 

ボーリングコアの軸方向 

E(東)方向※ 

※掘削長 250m 以深でのボーリン

グ孔の傾斜は無視する 
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表 4.2.1(a) AE/DRA 法 試験対象深度 

深度 No.
コア採取平均深度

掘削深度で表記 
(GL.- m) 

コア採取平均深度

鉛直深度で表記※ 

(GL.- m) 
備考 

1 291.0 291.0 
試験体数は、一深度あ

たり 6 方向、一方向あ

たり 2 個の試験体を用

意したので、合計で一

深度あたり 12 個 

2 455.0 453.8 
3 494.0 491.6 
4 763.0 753.4 
5 887.3 874.3 
6 997.2 981.2 
下の地質構造モデルは第 1 段階報告書

2）、ステップ 3 モデルに加筆 
 

物理力学試験 AE/DRA ASR DSCA 水圧破砕

1

2
3

4

5

6

MIZ-1 号孔掘削で判明した情報を
反映した地層構造モデル

被覆層

上部
割れ目帯

下部
低密度 
割れ目帯

低角度
割れ目
集中帯

※掘削深度と鉛直深度の関係に曲線補間して算定したため 0.3m 程度の計算誤差を含む 
 

(2) 試験装置および試験方法 
本試験では、測定のための載荷方法として一軸圧縮載荷を基本とし、一部に(3)で後述する理由

により三軸圧縮試験（封圧試験）を併用した。一軸圧縮載荷時の試験装置の構成 12)を図 4.2.1(b)
に示す。また、三軸圧縮載荷時の装置は、封圧を加えるためのセルを有するほかは基本的に一軸

載荷時と同じなので、ここでの説明を割愛する。 
一軸圧縮載荷は、初めにサーボコントロールを用いた定速度応力制御（速度は約 5 MPa/min）

で所定の上限値（後述の(3)を参照）まで荷重を加えて AE の測定を行い、次に、速度 25MPa/min
で同じ上限値までの 5 回の繰り返し載荷を行ってひずみの測定を行った。この試験は小島ら 13)お

よび山本ら 14)の方法を参考としている。試験中は、試験機の載荷板に取り付けたロードセルで得

た荷重と試験体に貼付したひずみゲージの出力を、スイッチボックスを介してパーソナルコンピ

ュータで記録することにした。なお、経験上ひずみ差関数で屈曲点を見出すためには 1/10μ程度

の分解能が必要であるため、用いた電気抵抗線ひずみゲージに対し、ダミーゲージ（ひずみを受

けないが同一温度環境におかれるゲージ）を用いた温度補正22)を行うことにした。 
また、図 4.2.1(c)のように、AE 測定時は、試験体側面のひずみゲージの干渉しない部位に共振

周波数 1MHz の加速度計を特殊な蝋（商品名：エレクトロンワックス）で固定して AE を検出す
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ることとした。トランスデューサで検出した AE は、プリアンプ増幅の後、AE 解析装置へ入力し

た。なお、電源ノイズ等は 60Hz のローカットフィルタで除去した。そのほか、載荷において発

生する試験体とエンドピースの接触部の摩擦や微小突起に起因するノイズを緩和するため、試験

体とエンドピースの間に厚紙を挿入した。AE として検出するしきい値は、オシロスコープによる

バックグラウンドノイズレベルの観測結果を上回るよう設定した。AE の発生頻度が予測できない

ため、AE のカウント方法として、イベント法とリングダウン法23)を併用し、発生頻度が高いとき

の数え漏れに対応した。 

 

エンドピース

エンドピース

ひずみゲージ
＜ε1,ε2,ε3,ε4＞

試験片

ひずみアンプ

ひずみアンプ

接続
ボックス

パーソナルコンピュータ

Y

X
X-Y レコーダ

AE解析装置

AE1 プリアンプ

AE2 プリアンプ

σ

･
･
･

･
･
･

σ

ε1

ε2

ε3

ε4

ロードセル
＜σ1＞

AEセンサ

 
図 4.2.1(b) AE/DRA 法における試験装置（一軸圧縮載荷時） 

 

図 4.2.1(c) AE センサーおよびひずみゲージを同時に貼付した試験体 

(3) 載荷におけるピーク応力設定および三軸圧縮載荷の併用について 
4.1.2 項で述べた測定原理のとおり、試験片を巨視的に破壊しない程度に荷重を加え、その載荷

範囲内でカイザー効果の発現する max を探すため、AE/DRA 法における載荷のピーク応力 a は、

最大初期応力 max（圧縮を正にとる場合）を超え、また、同時に試験により巨視的破壊が開始す

る応力 f を超えてはならない（ famax の関係）。これが満たされない場合、カイザー効

果に基づく微小破壊蓄積の増加率増大点が観測できないか、繰返し載荷で徐々に試験体を破壊し

10 cm

JAEA-Research 2009-031

- 18 -



 
 

 

て誤った測定値を与えるものと考えられる。なお、 max は、採取深度h、岩盤の平均密度 、重

力加速度 gとして ghで求まる被り圧と既往の初期応力測定結果24)を参考に、被り圧の 1.5 倍程

度と見積った。また、 f は予備試験を行って巨視的破壊の表れと考えられるダイラタンシー開

始点を得て、そのときの応力であるとした。 
試験体の採取深度が深くなると max が大きくなるので、封圧ゼロの一軸圧縮載荷では f が

max よりも十分に大きくなく、場合によっては max よりも小さいことが起こり得る。この場合

は一軸圧縮載荷下での AE/DRA 法は適用困難と考えられる。そのような場合の対策として、 max

よりも f が十分大きくなるまで試験体に封圧を加えた三軸圧縮載荷下で AE/DRA 法を適用する

ことが考案されている25)。ただし、封圧の大きさは、カイザー効果に基づく反応を観測できるよ

う、最小初期応力 min （圧縮を正にとる場合）以下に設定しなければならない。 
本試験では、予備試験を行った結果、一軸圧縮時の max と f の関係は表 4.2.1(b)のとおりで

あったので、深度 No.5～6 の試験体に対して三軸圧縮下での AE/DRA 試験が必要であると判断し

た。ここで封圧の決定に必要な min は、 max と時と同じ初期応力測定結果 24)を参考として15MPa
程度と見積もり、封圧は 10MPa に設定した。最後に、試験が一軸圧縮によるもの、三軸圧縮に

よるものを問わず、ピーク応力 a の設定は、許される最大の載荷スパンが得られる fa とな

るようにした。 

表 4.2.1(b) AE/DRA 法の載荷におけるピーク応力の決定根拠 

深度 No. 被り圧 
(MPa) 

max
※

1) 
(MPa) 

一軸圧縮時

f (MPa)
一軸圧縮判定

fmax

三軸圧縮時 

f (MPa) 

封圧 10MPa 時

三軸圧縮判定

fmax

ピーク応

力 
設定(MPa)

1 7.7 11.6 40 ○ 実施不要 

 

40 
2 11.8 17.7 8 × 必要であるが

適用困難※2) 15～25※2)

3 12.8 19.2 7 × 
4 19.8 29.7 30 △ 実施不要 30 
5 23.0 34.5 30 × 60 ○ 60 
6 25.8 38.7 20 × 110 ○ 110 

※1) max は被り圧の 1.5 倍程度とした 
※2) f が極端に小さく、封圧を加えても fmax とすることが見込めないため、次善の策として試験による

ある程度の破壊を許容して AE/DRA 法を実施した 
 
4.2.2 ASR 法 
 (1) 試験体 

試験の対象深度は表 4.2.2(a)のとおりとした。ボーリングコアはビットによる切削直後から非

弾性ひずみが発生するので、試験体とする部位は取り出したコアのビット側（切削より時間経過

の少ない側）ほど望ましい。ただし、直前に地山とつながっていた部分は応力集中により初期状

態が複雑と考えられるので、そこからコア径程度を離した部分から試験体を作成した。試験体は、

図 4.2.2(a)のように、ボーリングコアから互いに垂直な 3 面を、小型カッターを用いて切り出し、

次に各面を研磨・アセトン洗浄した後、シアノアクリル系接着剤で電気抵抗線ひずみゲージを貼

付した。ここでゲージは、作業効率の良いロゼットゲージは原因不明の剥離が頻発することが予

備実験で判明していたため、そのようなトラブルの少なかった単軸ゲージを使用した。最後に、

試験体の湿潤状態を測定中一定に保つために全体をシリコンで被覆した。非弾性ひずみはビット

による切削直後から最初は急激に発生し、その後、時間とともに一定値に収束する性質があり、

試験開始が遅れるほど測定は困難になる。ゆえに、以上の準備はすべて現場において迅速に実施

した。本試験のコア採取から試験開始までの所要時間は約 3 時間であった。 

JAEA-Research 2009-031

- 19 -



 
 

 

表 4.2.2(a) ASR 法 試験対象深度 

深度 No.
コア採取平均深度

掘削深度で表記 
(GL.- m) 

コア採取平均深度

鉛直深度で表記※ 

(GL.- m) 
備考 

1 462.8 461.3 

試験体数は、一深度あ

たり 2 個 

2 502.6 500.0 
3 764.0 754.3 
4 888.4 875.4 
5 998.1 982.1 
下の地質構造モデルは第 1 段階報告書

2）、ステップ 3 モデルに加筆 
 

物理力学試験 AE/DRA ASR DSCA 水圧破砕

1
2

3

4

5

MIZ-1 号孔掘削で判明した情報を
反映した地層構造モデル

被覆層

上部
割れ目帯

下部
低密度 
割れ目帯

低角度
割れ目
集中帯

※掘削深度と鉛直深度の関係に曲線補間して算定したため 0.3m 程度の計算誤差を含む 

 
  

図 4.2.2(a)  ASR 法における試験体(左)  ASR 試験体作成状況(右) 

(2) 試験装置および試験方法 
ASR 法では、現場において非弾性ひずみを測定する段階①と、これとは別に実験室で、非弾性

ひずみのコンプライアンスを測定する段階②がある。後者は現場で得た非弾性ひずみから初期応

独立 6 方向(計 9 枚)
のひずみゲージ 
記号は座標軸とひ

ずみ成分 
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力を計算する際に必要な構成式を得ることが目的である。以下、各段階について説明する。 
① 現場における非弾性ひずみの測定 

試験装置のブロック図を図 4.2.2(b)に示す。非弾性ひずみから温度変化による影響を除くため、

ひずみ測定は試験体を恒温槽に入れて行なった。また、測定系に起因するドリフト変化を補正す

るため、ボーリング掘削後、十分な時間が経過して非弾性ひずみが収束したと考えられる同種の

岩石コア（土岐花崗岩）よりダミー試験体を作成し、一緒に恒温槽に入れて同一測定系でそのひ

ずみ変化を測定し、試験体とダミーに共通するひずみ変化分をドリフト成分と考えて差し引きキ

ャンセルした。 
非弾性ひずみの測定中は、幅 340×長さ 450×深さ400の恒温槽をサーモユニットで制御して、

試験体とダミーの温度を一定(約 32℃)に保ち、温度変化は熱電対（クロメル－アルメル）でモニ

タリングした。ひずみや温度は、データロガーで収集し、パーソナルコンピュータの CRT に測定

結果を表示しながら記録した。測定間隔は、開始から最初の 60 分を 1 分間隔とし、次に 2 分間隔

で 120 分、3 分間隔で 180 分、4 分間隔で 240 分、以後は 5 分間隔のように、非弾性ひずみの経

過時間に対する増加率の急減に見合った頻度とした。なお、非弾性ひずみは、図 4.2.2(a)に示す

ように、独立 6 方向に対して 9 枚の単軸ゲージで観測したので、最小二乗法で独立 6 方向のひず

み最確値を得たうえでひずみテンソル 6 成分を求めた。 

 

 
図 4.2.2(b) ASR 法における試験装置（現場測定） 

② 非弾性ひずみコンプライアンスの測定 
非弾性ひずみコンプライアンス（以下コンプライアンスと略す）は、それまで受けていた応力

を瞬間的に解放したときの、単位応力当たり非弾性ひずみの時間変化と定義される。現場で得た

非弾性ひずみと初期応力との関係を表す構成式にこのコンプライアンスが含まれるので、現場測

定用とは別の試験体を用意し、室内試験を行ってコンプライアンスを求めた。 
ボーリング掘削後、十分な時間が経過して非弾性ひずみが収束したと考えられる同種の岩石コ

ア（土岐花崗岩）から、コア軸方向を軸とする円柱試験体を作成した（図 4.2.2(c)）。次に、原位

置での含水状態を室内で再現するため、約半日この試験体を減圧水中脱気して飽和含水状態にし

た。この飽和含水状態を一定に保つよう、また、後述する三軸圧縮載荷で封圧の圧力媒体が進入

しないよう、試験体の表面はシリコン樹脂で被覆した。コンプライアンスは、事前に十分な時間、

三軸圧縮載荷下においた試験体を除荷した際に測定されるが、その三軸圧縮の条件は求めたい初

期応力状態に近い設定とするのが望ましい。理由はコンプライアンスが応力レベルに依存するた

めである。そこで本試験では、既往の初期応力測定結果 24)を参考として、試験体の採取深度別に

データロガー
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決めた軸圧（8～25MPa）および封圧（10～27MPa）とした。十分な時間については明確な指針

が得られていないため、試験の効率を考慮して４日間とした。以上の設定の下で、三軸圧縮（排

水条件）とし、除荷後 3～4 日間の非弾性ひずみを測定した。非弾性ひずみの測定は、①で述べた

現場測定に準じた配慮で行うことにし、ダミー試験体の使用によるドリフト成分のキャンセル、

試験中の温度一定調整を施した。なお、試験機を用いて三軸圧縮する都合上、恒温槽は水槽でな

く断熱材で作成したチャンバーで気中状態とした点は異なっている（図 4.2.2(d)）。 

 φ36.7 

77  

10  

10  

30  

試
験
片 

間隙水を吸収する

ための容器 

フィルター付きエンドピース 

直径 1mm の孔（４個） 

φ22.0 

エンドピース 

 
図 4.2.2(c)  ASR 法適用のためのコンプライアンス取得試験における試験体 

 

図 4.2.2(d)  ASR 法適用のためのコンプライアンス取得試験における恒温槽（室内測定） 

ここで、測定の目的であるコンプライアンス（体積変形モード avJ , せん断変形モード asJ ）は、

以上の測定により、三軸圧縮（軸圧 1 , 封圧 3）の除荷に対応した非弾性ひずみ（軸ひずみ a1 , 
横ひずみ a3 ）が測定されたとすると、次式 17)18)を用いて計算される。なおこの式が成立するに

は、岩石が線形粘弾性体と近似できることが必要である。 

31

31

2
)(2)()( tttJ aa

av ，
31

31 )()(
)(

tt
tJ aa

as  (4.2.2-1)

また、これらコンプライアンスを現場測定の結果に適用して初期応力を得るには次式 17)18)を用

いる。この式も前提として、岩石が線形粘弾性的かつ等方性であるとしている。 

間隙水を吸収する
ための容器 

フィルタ付きエンドピース

直径 1(mm)の孔（4 孔）

エンドピース

単位(mm)

JAEA-Research 2009-031

- 22 -



 
 

 

0)(
)()(

)(
)(

p
tJ

tTte
tJ
t

av

m
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i
i ， ）3,2,1(i  (4.2.2-2)

なお、 iは主応力、 iと me は現場測定に基づくひずみテンソルから求めた偏差主ひずみと平

均垂直ひずみで時間の関数、 は岩石の線膨張率、 0p は岩石の間隙水圧である。 
 
4.2.3 DSCA 法 
(1) 試験体 

試験の対象深度は表 4.2.3(a)のとおりとした。初めに、ボーリングコアより一辺が 35～40mm
程度の立方体形状の試験体を作成した。試験体の作成にあたり、新たな亀裂が試験体に生じない

よう整形は慎重に行なう必要がある。試験体は経験的に最適と考えられる温度（40℃）の恒温槽

で気中乾燥させ、試験体の質量に変化が認められなくなった時点でデシケータに移して保管した。

次に、図 4.2.3(a)に示すような合計 12 枚の電気抵抗線ひずみゲージを、粘性の比較的高い二液混

合型ポリエステル系接着剤を用いて試験体に接着した。この接着剤の選定は、DSCA 法では亀裂

の閉塞を精密に測定するため、一般によく用いられるシアノアクリル系接着剤では浸透性が高く

表面から亀裂内部に浸透し、亀裂を埋めてしまう可能性を回避したものである。試験体の表面は

後述する静水圧載荷において、圧力媒体が進入しないようシリコン樹脂で被覆した。 
表 4.2.3(a) DSCA 法 試験対象深度 

深度 No.
コア採取平均深度

掘削深度で表記 
(GL.- m) 

コア採取平均深度

鉛直深度で表記※ 

(GL.- m) 
備考 

1 298.9 298.8 

試験体数は、一深度あ

たり 1 個 

2 455.8 454.6 
3 494.1 491.7 
4 763.7 754.0 
5 888.0 875.0 
6 997.1 981.1 
下の地質構造モデルは第 1 段階報告書

2）、ステップ 3 モデルに加筆 
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被覆層
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下部
低密度 
割れ目帯

低角度
割れ目
集中帯

※掘削深度と鉛直深度の関係に曲線補間して算定したため 0.3m 程度の計算誤差を含む 
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図 4.2.3(a) (左)DSCA 法における試験体 (右)DSCA 試験体作成状況 

(2) 試験装置および試験方法 
試験装置のブロック図を図 4.2.3(b)に示す。4.1.4 項で述べたとおり、試験では試験体と溶融石

英の差ひずみを観測するので、試験体と試験体同様にひずみゲージを接着した溶融石英を一つの

圧力容器に入れて、静水圧で加圧する。加圧初期の試験体のクラックが閉じていく領域で有効線

圧縮率 IJeff . の圧力範囲を精度良く求めるため、静水圧 0～7MPa では約 0.1MPa のステップで圧

力を高め、7MPa 以上では試験効率を上げるため約 0.5MPa のステップとした。この場合、30 分

程度で 150MPa まで加圧することができる。各段階とも２ステップの上昇毎に岩石試験片と溶融

石英のひずみをデータロガーで測定・記録し、コンピュータで記録するようにした。以上の方法

で、150MPa までの加圧を１サイクルとし、各試験片について３サイクルの測定を行なった。な

お、初期応力の評価に用いるデータは 松木らの方法26)に準拠し、３サイクル目のものを使用した。 
クラックテンソルは、図 4.2.3(c)に模式的に示したような、試験で得られる差ひずみと静水圧の

関係より求める。溶融石英と試験体の差ひずみは、双方に開いたクラックがない場合、加えた静

水圧と双方の弾性率の差の積に比例するので、静水圧変化に対する差ひずみ変化率は一定（
l
IJ
ˆ ）

となる。しかし実際は、圧力 0 で試験体の方に開いたクラックが存在するため、静水圧を 0 から

上げていくと、最初は試験体の開いたクラックが閉じる分だけ上記よりも差ひずみ変化率は大き

く（ IJeff
ˆ ）、静水圧が上昇してクラック閉塞の完了点（圧力 0p ）に達するまで、徐々にその増加

率は減少して
l
IJ
ˆ に収束する。ここで

l
IJIJeffIJ
ˆˆ 、あるいは図 4.2.3(c)中で定義される IJ

や IJ0 は、それぞれ静水圧で閉じたクラック量を反映したある量をテンソルで表したものと考え

られるので、4.1.4 項で述べた原理に従い、これらの主値方向と主値比を求めると、初期応力のそ

れを求めたことになる。本試験では、クラックのアスペクト比の分布に影響される IJ や IJ0 では

なく、アスペクト比の分布に無関係な IJ の方を用いて初期応力を評価した。なお IJ を用い

る場合、
l
IJ
ˆ の異方性の影響を受けるが、その厳密な考慮は困難なので、松木らの補正法27)にした

がって IJ を
l
IJ （既出の差ひずみ変化率

l
IJ
ˆ に溶融石英のひずみ変化率を加えたもの）で除し

た値を用いることにした。これは IJ が
l
IJ に比例する性質を用いた補正であり、

l
IJ の異方性

を除く効果があるが、ポアソン比の異方性までは補正されないので厳密ではない。 
 

独立6方向(計12枚)
のひずみゲージ 
記号は座標軸とひ
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ダミーゲージ 

パーソナルコンピュータ 
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コントローラ 

油圧ポンプ ブルドン管圧力計 圧力容器 

試験体 

溶融石英 

 
図 4.2.3(b) DSCA 法における試験装置 
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図 4.2.3(c) DSCA 法における差ひずみと静水圧の関係 
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4.3 試験結果 
4.3.1 AE/DRA 法 
(1) 検出応力 

AE/DRA 法の試験で得られた、カイザー効果に基づくと考えられる AE 発生頻度の増加率増大

点または変形性の変化点が認められた載荷応力（以下、検出応力と呼ぶ）を表 4.3.1(a)に示す。 

表 4.3.1(a) AE/DRA 法で得た検出応力 

深

度
No. 

試験体

方向 

検出応力 (MPa) 

両手

法の

不一

致性 
※(%)

AE 法 DRA 法 

カウント数 
平均

① 

ひずみ差関数 ij のとり方

ij  
平均

② イベ

ント 

リン

グダ

ウン 
3-2 4-2 5-2 6-2 

1 

Z-1 計測× 計測×  13.0 11.5 13.0 11.5 12.3  
Z-2 23.3 20.1 21.7 15.1 15.9 15.1 14.6 15.2 30.1

ZmN-1 18.1 27.4 22.8 9.4 7.5 9.6 10.8 9.3 59.0
ZmN-2 23.4 23.4 23.4 8.5 16.6 12.7 12.8 12.7 45.9
ZE-1 13.7 17.1 15.4 14.8 15.2 15.2 11.5 14.2 8.0
ZE-2 9.1 11.9 10.5 9.3 9.3 9.2 9.0 9.2 12.4
mN-1 25.9 28.3 27.1 11.3 13.2 10.8 10.8 11.5 57.5
mN-2 計測× 計測×  8.5 9.0 9.0 7.9 8.6  

mNE-1 26.9 22.1 24.5 9.0 9.9 8.7 8.7 9.1 63.0
mNE-2 15.3 15.9 15.6 6.8 9.9 9.9 10.1 9.2 41.2

E-1 21.1 21.1 21.1 8.0 7.9 7.7 8.5 8.0 62.0
E-2 33.7 33.7 33.7 12.5 11.8 5.9 7.2 9.4 72.3

2 

Z-1 計測× 計測×  8.0 7.5 7.0 5.4 7.0  
Z-2 5.3 5.6 5.5 4.4 4.1 4.2 3.9 4.2 23.9

ZmN-1 6.9 8.0 7.5 5.5 5.5 5.6 4.4 5.3 29.5
ZmN-2 計測× 計測×  12.1 8.5 8.5 7.5 9.2  
ZE-1 16.0 13.9 15.0 8.7 6.6 5.8 7.0 7.0 53.0
ZE-2 10.4 8.0 9.2 4.4 6.3 4.5 5.1 5.1 44.8
mN-1 16.0 10.9 13.5 10.4 12.5 11.8 10.6 11.3 15.8
mN-2 12.5 9.1 10.8 6.8 6.3 6.9 6.3 6.6 39.1

mNE-1 9.3 10.1 9.7 5.4 7.0 7.0 6.5 6.5 33.2
mNE-2 16.0 14.4 15.2 12.8 7.0 12.7 7.4 10.0 34.4

E-1 12.9 12.9 12.9 8.2 9.7 7.0 5.9 7.7 40.3
E-2 9.9 7.9 8.9 8.2 6.8 8.5 8.6 8.0 9.8

3 

Z-1 2.6 3.9 3.3 4.8 7.2 4.9 4.9 5.5 40.4
Z-2 3.3 3.7 3.5 4.6 5.4 5.2 5.2 5.1 31.4

ZmN-1 3.4 5.6 4.5 5.5 5.9 5.2 5.1 5.4 17.1
ZmN-2 計測× 計測×  7.7 5.8 5.9 5.6 6.3  
ZE-1 5.9 6.9 6.4 6.0 7.2 7.3 6.9 6.9 6.6
ZE-2 9.9 10.7 10.3 5.5 6.8 5.4 5.5 5.8 43.7
mN-1 10.6 10.6 10.6 5.5 5.5 5.5 6.0 5.6 46.9
mN-2 10.7 9.6 10.2 6.9 8.3 7.7 6.9 7.5 26.6

mNE-1 7.6 8.0 7.8 5.5 5.4 5.5 5.2 5.4 30.8
mNE-2 17.9 18.7 18.3 9.6 9.7 8.2 6.8 8.6 53.1

E-1 計測× 12.9 12.9 9.7 9.4 9.4 10.7 9.8 24.0
E-2 計測× 計測×  4.5 4.5 4.6 4.8 4.6  

つづく 
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表 4.3.1(a)つづき AE/DRA 法で得た検出応力 

4 

Z-1 3.9 4.0 4.0 7.4 7.9 8.1 8.3 7.9 33.5
Z-2 2.3 3.1 2.7 10.1 9.9 10.1 10.6 10.2 58.1

ZmN-1 3.0 5.6 4.3 18.7 20.3 10.1 13.4 15.6 56.8
ZmN-2 4.2 5.6 4.9 8.0 11.8 8.0 14.3 10.5 36.5
ZE-1 2.3 2.2 2.3 11.5 11.3 12.9 9.2 11.2 66.6
ZE-2 1.1 2.4 1.8 10.5 7.9 8.6 8.3 8.8 66.9
mN-1 2.9 3.2 3.1 11.5 11.6 11.8 11.6 11.6 58.4
mN-2 4.0 4.2 4.1 8.5 16.3 11.3 8.3 11.1 46.1

mNE-1 4.6 6.4 5.5 9.7 9.2 9.5 7.3 8.9 23.7
mNE-2 1.6 1.8 1.7 8.0 8.1 6.2 6.8 7.3 62.1

E-1 8.6 8.6 8.6 15.4 18.1 13.2 18.5 16.3 30.9
E-2 3.9 8.8 6.4 7.8 7.8 8.6 7.8 8.0 11.5

5 

Z-1 10.8 10.8 10.8 38.2 39.4 38.5 39.2 38.8 56.5
Z-2 13.0 13.0 13.0 34.3 32.5 33.3 33.0 33.3 43.8

ZmN-1 11.5 11.5 11.5 21.2 19.7 18.7 24.2 21.0 29.1
ZmN-2 12.0 12.0 12.0 27.1 28.8 26.1 29.1 27.8 39.7
ZE-1 10.8 11.5 11.2 26.4 26.6 27.1 27.1 26.8 41.2
ZE-2 13.5 13.8 13.7 28.6 29.8 29.3 29.6 29.3 36.5
mN-1 16.5 16.8 16.7 21.0 19.5 18.7 23.9 20.8 11.0
mN-2 16.0 16.0 16.0 28.6 30.1 34.3 32.3 31.3 32.4

mNE-1 11.0 11.3 11.2 21.9 23.2 24.4 24.2 23.4 35.5
mNE-2 11.8 12.0 11.9 23.7 22.2 22.7 24.9 23.4 32.5

E-1 計測× 計測×  31.1 31.5 31.3 30.6 31.1  
E-2 12.8 13.0 12.9 26.4 30.3 30.6 29.3 29.2 38.6

6 

Z-1 12.4 12.9 12.7 35.5 36.3 37.2 38.0 36.8 48.8
Z-2 109.5 109.5 109.5 50.7 53.2 53.2 51.5 52.2 35.5

ZmN-1 16.2 16.2 16.2 36.3 34.6 36.3 35.9 35.8 37.7
ZmN-2 計測× 計測×  41.4 38.9 35.6 41.8 39.4  
ZE-1 53.4 53.4 53.4 39.7 40.1 33.4 41.4 38.7 16.0
ZE-2 18.6 18.6 18.6 34.6 46.9 49.4 46.5 44.4 40.9
mN-1 13.5 13.5 13.5 28.3 27.9 28.3 27.0 27.9 34.7
mN-2 74.9 74.9 74.9 40.6 42.7 40.6 39.7 40.9 29.4

mNE-1 15 79.4 47.2 41.8 36.3 41.4 41.8 40.3 7.9
mNE-2 計測× 計測×  45.2 46.4 45.6 45.2 45.6  

E-1 90.4 90.4 90.4 35.9 38.0 34.2 38.5 36.7 42.3
E-2 21.9 29.2 25.6 23.7 22.0 21.5 23.2 22.6 6.1

※ ①－②の絶対値を①か②の大きい方に対する割合で示したもの 
計測×：AE 発生頻度の増加率増大点が不明瞭で特定できず検出応力の得られなかった測定例 
－  ：データ不足で計算できず 
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次に、表 4.3.1(a)に示した検出応力の抽出過程について説明する。AE 法における AE 発生頻度

の代表例を図 4.3.1(a)に示す。図中、試験体方向 Z-1 は AE 発生頻度の増加率増大点が不明瞭で特

定できない試験体、Z-2 はそれが明瞭で特定できる試験体の例である。なお、ともに深度 No.1 の

試験体である。Z-2 は、AE 発生頻度の増加率増大点と考えられた部分を矢印で示した。一方、Z-1
のように増加率増大点が不明瞭であると検出応力は得られず、すなわち AE 法では初期応力は測

定できないものと考えられる。 
 

 

 
図 4.3.1(a) AE 法での検出応力の特定 

その他、三軸圧縮下での試験とした深度 No.5～6 の試験体では、AE の発生頻度の絶対数が極

端に少なく、特に深度 No.5 の試験体方向 E-1 と No.6 の ZmN-2、mNE-2 では AE 発生が全く観

測されなかった。これより、花崗岩の試験体に封圧を作用させた条件では、花崗岩内の一部クラ

ックが閉塞するため、AE 法の適用が困難であると考えられる。 
続いて、DRA 法におけるひずみ差関数の代表例を図 4.3.1.(b)に示す。ここで、変形性の変化点

と考えられる部分を矢印で示した。DRA 法で AE 法のような変化点が特定できない事例は、本試

験では発生しなかった。 
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図 4.3.1(b) DRA 法での検出応力の特定 

ここで、ひずみ差関数を示す線に併記した 3-2 などの数字は、ひずみ差関数 ij の成分 ji,
を ij と表したものである。一体で行った AE/DRA 法の AE 法を行う 1 回目の載荷の後、DRA
法として 2 回目から 6 回目までの計 5 回の繰返し載荷をおこなっている。ひずみ差関数の変化量

は数 から数十 と小さく、土岐花崗岩への DRA 法の適用では、少なくとも 0.1 程度の高精

度なひずみ観測が必要なことが示されている。また、ひずみ差関数より変形性の変化点（図 4.3.1(b)
中の矢印）を客観的に抽出することが重要と考えられるが、本試験では山本 14)の示した、変化点

の持つ次のような性質を抽出の判断基準とした。すなわち、①変化点応力を超えた載荷応力の範

囲ではひずみ差関数の応力に関する 2 階微分は負である、②その 2 階微分の絶対値を変化点応力

の前後で比較して変化点応力を超えた載荷応力の範囲の方が大きい、③ ij が違っていても同一

試験体で求まる変化点応力はほぼ等しいなどである。 
(2) AE/DRA 法で得られた初期応力状態 

AE/DRA 法で得られた初期応力状態を表 4.3.1(b)に示す。本試験では、独立 6 方向の初期応力

成分に対して最大 12 個の検出応力が得られるので、最小二乗法を用いて最確値を得たうえ、初期

応力成分の主値（主応力）を計算した。 
4.1 節で述べた、AE 法と DRA 法は、同一の測定原理に基づいているにもかかわらず、検出応

力の値は前述の表 4.3.1(a)に示したように 5 割以上異なるものが多く、その理由の一つに、本試

験で用いた土岐花崗岩の AE 発生頻度の増加率増大点や変形性の変化点が全般に不明瞭であり、

その読み取り誤差の影響があると考えられる。また、主応力 1と 2の深度に対する値の変化は、

AE 法も DRA 法も値が最大となるのは最深位置の No.6 であるが、次いで大きな値は最も浅い深

度の No.1 で得られており、深度と値の間に明瞭な関係は認められなかった。また、表 4.3.1(b)の
付図に示すとおり、三つの主応力の方向は AE 法、DRA 法で一致せず、それぞれ分析可能な分布

は認められなかった。 
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表 4.3.1(b) AE/DRA 法で得た MIZ-1 号孔の初期応力状態（圧縮を正） 

深度 No. 
AE 法から評価した主応力値 MPa（北から時計回り方向°／水平面と成す傾斜°）  

最大主応力 1  中間主応力 2  最小主応力 3  

1 38.7 ± 4.4  (119° ／29°) 26.8 ± 4.6  (9° ／31°) 10.7 ± 4.6  (242° ／45°) 
2 13.0 ± 2.3  (249° ／23°) 12.4 ± 2.2  (347° ／17°) 3.2 ± 2.5  (111° ／60°) 
3 13.6 ± 3.0  (63° ／5°) 10.5 ± 2.9  (331° ／17°) 2.6 ± 2.5  (169° ／72°) 
4 10.2 ± 9.2  (64° ／28°) 2.8 ± 7.7  (330° ／8°) 1.5 ± 8.6  (225° ／61°) 
5 18.8 ± 7.6  (32° ／17°) 12.3 ± 8.4   (140° ／44°) 10.0 ± 8.5  (287° ／41°) 
6 97.3 ± 39.0  (324° ／50°) 57.5 ± 37.4  (226° ／6°) 8.5 ± 41.1  (131° ／39°) 

方向・傾斜 
ウルフ網 

等角下半球 
投影 

 
添字は 
深度No. 

σ1
+

+

+

+

１
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+
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+

+

+
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深度 No. 
DRA 法から評価した主応力値 MPa （北から時計回り方向°／水平面と成す傾斜°） 

最大主応力 1  中間主応力 2  最小主応力 3  

1 14.0 ± 1.1   (337° ／76°) 9.9 ± 1.1  (175° ／14°) 8.6 ± 1.1  (84° ／4°) 
2 9.0 ± 1.1  (172° ／1°) 8.0 ± 1.2  (81° ／16°) 5.4 ± 1.2   (266° ／74°) 
3 7.2 ± 1.0  (260° ／3°) 6.5 ± 1.0  (350° ／4°) 5.3 ± 0.9   (139° ／85°) 
4 16.2 ± 2.1  (89° ／19°) 9.8 ± 2.1   (197° ／43°) 6.5 ± 2.1   (341° ／41°) 
5 40.1 ± 2.5   (103° ／64°) 33.2 ± 2.7  (6° ／3°) 18.9 ± 2.9   (274° ／26°) 
6 50.3 ± 14.0  (63° ／24°) 40.9 ± 11.2   (257° ／66°) 7.2 ± 13.3  (155° ／5°) 
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4.3.2 ASR 法 
(1) ASR 法で得られた初期応力状態 

4.2.2 項で述べたとおり、ASR 法を用いた初期応力の計算は、非弾性ひずみの現場測定と非弾

性ひずみコンプライアンスの室内測定の両方でデータが取得されないと行えない。しかし、本試

験では、前述したとおり恒温槽やダミー試験体の使用など観測精度向上のための配慮をしたにも

かかわらず、現場、室内ともに一部を除いて明瞭な結果が得られず、両方でデータが取得できた

試験ケースは 1 例も得られなかった（表 4.3.2(a)）。 
この原因を理解するため、今回採取された実験結果を用いて松木が示した ASR 法適用性の判定

手順28)で検討したところ、土岐花崗岩に予想される非弾性ひずみは 10 程度であり、これは本試

験の方法や装置では観測精度に余裕がないことが示された。具体的には、安定して土岐花崗岩に

ASR 法を適用するには、本試験で用いたよりも一桁以上の精度が得られる実験装置が必要と考え

られる。しかしコア採取直後の現場測定で実現可能な精度を勘案すると現実的ではない。 

表 4.3.2(a) ASR 法による初期応力計算の可否 

深度 No. 非弾性ひずみ 非弾性ひずみ 
コンプライアンス 

初期応力計

算 

1 最終的な非弾性ひずみが

10 程度と小さいものが

多く、ひずみの現れ方が不

明瞭 

avJ , asJ とも約 2 /MPa × 

2・3・5 試験における非弾性ひずみ

の再現性が不明瞭なためコ

ンプライアンスを計算でき

ない 

× 

4 
最終的な非弾性ひずみが

20～70 程度あって、ひず

みの現れ方が明瞭 
× 

深度 No.4 は、本試験では唯一、現場において非弾性ひずみが明瞭に現れた例であり、この場合、

室内試験で非弾性ひずみコンプライアンスが得られずとも、初期応力の方向だけは検討すること

ができる。初期応力の主値方向（主応力方向）は、初期応力を偏差主応力で表した場合の主値方

向と理論上変わらない29)ためである。得られた初期応力の主値方向を表 4.3.2(b)に示す。 

表 4.3.2(b) 深度 No.4 の ASR 法で得た MIZ-1 号孔の初期応力方向（圧縮を正） 
深度 
No.4 
試験体 

初期応力の主値方向 北から時計回り方位°／水平面と成す傾斜° 

 最大主応力 1  中間主応力 2  最小主応力 3  

① 17°／3° 286°／34° 103°／53° 
② 32°／1° 138°／37° 269°／27° 
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次に、表 4.3.2(a)で示した、非弾性ひずみと非弾性ひずみコンプライアンスの現れ方（＝収束

までの時間変化）が明瞭なものと不明瞭なものの代表例を図 4.3.2(a)に示す。 
不明瞭な例として示した深度 No.3 の試験体①では、非弾性ひずみは最初急激に発生して時間と

ともに収束する特性が予想されるのにそれと異なるひずみ成分が多く、初期応力の計算に必要な

情報を抽出できない。一方、明瞭な例とした深度 No.4 の試験体①では、非弾性ひずみの上記特性

が認められ、最終的な非弾性ひずみの絶対値も不明瞭な例に比べて二倍以上大きいことがわかる。

次に、室内測定で非弾性ひずみコンプライアンスが不明瞭な例として示した深度 No.3 では、試験

機で圧縮後に除荷した時のひずみがさらに圧縮となる原因不明な挙動を呈しており、非弾性ひず

みの発生を前提としたコンプライアンスが計算できない。一方、明瞭な例である深度 No.1 では、

現場測定の明瞭な例と同じく、非弾性ひずみの上記特性が認められる。 
 

    
 

 
 

図 4.3.2(a) ASR 法での非弾性ひずみ現象の特定 
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4.3.3 DSCA 法 
(1)DSCA 法で得られた初期応力状態 

DSCA 法で得られた初期応力の主値方向を表 4.3.3(a)に示す。4.2.4 項で述べたとおり、DSCA
法では初期応力の主値の絶対値は得られず、得られるものはその比である。そこで、主値のうち

鉛直方向に最も近いものが土被り圧とした場合の値を計算すると、表 4.3.3(b)のとおりである。

ただし岩の比重は表 3.1.2(a)の結果を参考に 2.6 であるとして計算した。 

表 4.3.3(a) DSCA 法で得た MIZ-1 号孔の初期応力方向（圧縮を正） 
深度 No. 初期応力の主値方向 北から時計回り方位°／水平面と成す傾斜° 

 最大主応力 1  中間主応力 2  最小主応力 3  

1  335° ／3° 77° ／77° 245° ／13° 
2  162° ／3°  64° ／66° 253° ／24° 
3  290° ／23°  186° ／31° 50° ／50° 
4  計測×  計測× 計測× 
5  334° ／11°  65° ／7° 189° ／77° 
6  194° ／12°  94° ／38° 299° ／50° 

方位・傾斜 
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計測×：差ひずみ‐静水圧関係のクラック閉塞による変化が不明瞭で初期応力を計算できない測定例 

表 4.3.3(b) 鉛直主応力が土被り圧とした場合の DSCA 法で得た初期応力値（圧縮を正） 

深度 No. 
初期応力の主値 ◎印が最も鉛直に近い方向なのでこれが土被り圧であると考える 

最大主応力 1  中間主応力 2  最小主応力 3  

1 11.5 ◎7.61 4.32 
2 14.1 ◎11.6 5.85 
3 19.1 15.2 ◎12.5 
4 計測× 計測× 計測× 
5 65.4 29.9 ◎22.3 
6 106 73.8 ◎25.0 

計測×：差ひずみ‐静水圧関係のクラック閉塞による変化が不明瞭で初期応力を計算できない測定例 
◎：土被り圧(MPa)＝鉛直深度(m)×岩の比重 2.6×重力加速度 9.8(m/s2)÷1000 

次に、表 4.3.3(a)、(b)に示した初期応力の抽出過程について説明する。差ひずみ‐静水圧関係

の代表例を図 4.3.3(a)に示す。DSCA 法は、コア採取時に初期応力が解放されて開いたクラック

が、測定時の静水圧の加圧初期で閉塞することを仮定した測定であり、この閉塞による差ひずみ

‐静水圧関係の変化が明瞭でないと初期応力を計算できない。図 4.3.3(a)で、変化が不明瞭であ

る例として示した深度 No.4 の試験体では、静水圧の加圧初期の曲がりが小さく、静水圧とほぼ比

例した関係となっており、4.2.4 項で示した IJ 等のクラックテンソルが抽出できず、その結果、

初期応力を計算することができない。一方、明瞭な例である深度 No.5 では、その曲がりが明瞭に
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現れておりクラックテンソルや初期応力が得られる。なお、代表例で、図 4.2.3(c)の模式図と異な

り、差ひずみ‐静水圧関係の静水圧が高い部分の傾きが負であるのは、土岐花崗岩の固有線圧縮

率より溶融石英のそれが大きいためである。 
本試験において差ひずみ‐静水圧関係の変化が不明瞭な例は深度 No.4 に限られているが、3 章

で前述した室内物理・力学試験の結果では当該深度付近にその他と大きく異なる力学的な特徴は

認められていない。そのため、他と異なる No.4 の挙動は、ごく局所的な岩のばらつきか、測定上

の不具合によるものと考えられるが、原因の特定には至らなかった。 

 
 

図 4.3.3(a) DSCA 法での差ひずみ‐静水圧関係 

(2)クラックテンソルの値 
本試験で得られたクラックテンソルの値を表 4.3.3(c)に示す。本試験において DSCA 法の適用

で初期応力状態を得るものとしているが、DSCA 法から直接的に得られるものはクラックテンソ

ルである。クラックテンソルは、コアの初期応力からの応力解放によって開いた、試験体中のマ

イクロクラック量の各方向における比を示すものである。 
表 4.3.3(c) クラックテンソル 

深度 No. 主値の

大きさ 

固有線圧縮率※ 
l
I (観測値) 

線圧縮率増分※ 

I (観測値) 
補正線圧縮率増分※

I
l/  

ひずみ増分※ 

OI (観測値) 

・これら主値の差が

マイクロクラック

以外の実質部の弾

性的異方性を示す 

・マイクロクラック

により付加された

線圧縮率の増分を

示す 
・クラックアスペク

ト比の影響なし 

・固有線圧縮率の異

方性を補正した線

圧縮率増分 
・これら主値の比は

初期応力の主値の

比と等しい 

・マイクロクラック

により付加された

最大のひずみ量を

示す 
・クラックアスペク

ト比の影響あり 
単位 /MPa 単位 /MPa 無次元 単位  

1 
最大 8.93 9.94 1.22 237 
中間 8.46 6.00 0.81 166 
最小 6.73 3.75 0.46 117 

2 
最大 8.90 9.96 1.30 242 
中間 7.92 9.22 1.07 210 
最小 7.30 4.40 0.54 121 

つづく 
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表 4.3.3(c) クラックテンソル(つづき) 

3 
最大 9.02 10.31 1.31 173 
中間 8.03 8.36 1.04 157 
最小 7.10 7.11 0.86 111 

5 
最大 10.51 61.98 6.34 929 
中間 9.05 23.46 2.90 412 
最小 7.31 18.13 2.16 275 

6 
最大 8.85 14.15 1.74 254 
中間 8.15 8.69 1.21 212 
最小 6.88 3.90 0.41 85 

※：ここに示した値はいずれも応力解放による亀裂開口の無い溶融石英（等方性体）との差である 

 
表 4.3.3(c)によると、本試験、すなわち土岐花崗岩の固有線圧縮率で見た異方性は、深度によっ

て若干変化するものの、20～35％程度の大きさがある。これは初期応力の評価において無視でき

ない量であり、これが線圧縮率増分から初期応力比を評価する際に補正を行う理由である。  
 
4.4 岩石試料を用いた初期応力測定のまとめ 

AE 法を土岐花崗岩に適用した結果、初期応力に対応する AE カウント累積曲線における増加率

増大点が明瞭でない試験例が多く、その点が抽出できない例もあった。また、深度の大きな地点

（深度 No.5,6）から採取した試験体において、測定に必要なピーク応力で試験体が破壊しないよ

う三軸圧縮載荷とする工夫をしたところ、観測される AE イベント数が極端に少なく、評価のば

らつきが拡大することが判明した（図 4.4(a)左）。後者は、花崗岩に対し、AE 法による初期応力

測定を適用する際の課題と考えられる。 

AE法　初期応力の主値
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AE法　最大主応力（圧縮を正）の方位
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■ゾーンは正馬様での測定で得たσ1の方位  

図 4.4(a) AE 法による初期応力の深度分布（圧縮を正） 
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DRA 法を土岐花崗岩に適用すると、全般的にひずみ差関数の変化量が小さく 0.1µ 程度の高精

度なひずみ観測が必要であった。また、ひずみ差関数の非線形性が強いため変形性の変化点を客

観的に決めることは難しく、これは AE 法同様に精度を低下させる要因と考えられる。しかし、

図 4.4(b)左に示すように、評価のばらつきは AE 法よりも小さく、全ての試験体で測定が可能で

あり、データの取得性は AE 法よりも高いと考えられた。 
また、得られた初期応力の主値の方向は、AE 法は図 4.4(a)右、DRA 法は図 4.4(b)右にそれぞ

れ示すように分析可能な分布は認められなかった。主値の方向は、AE 法と DRA 法が同一原理の

手法でありながら、相互にも一致していない。広域応力状態は同一であると予想される MIZ-1 号

孔と 1.5km 離れた正馬様30),31)での最大主応力の方向（水圧破砕法で測定）を同図中の網掛けゾー

ンで示したが、これとの関連も明瞭なものは認められない。 

DRA法　初期応力の主値
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DRA法　最大主応力（圧縮を正）の方位
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図 4.4(b) DRA 法による初期応力の深度分布（圧縮を正） 

ASR 法を土岐花崗岩に適用すると、非弾性ひずみが小さく測定限界に近かった。そのため、初

期応力の計算で共に必要な、非弾性ひずみの現場測定と非弾性ひずみコンプライアンスの室内測

定の両方で、分析可能なデータが得られた例は一例もなかった。 
DSCA 法を土岐花崗岩に適用すると、最大主応力の方向で、AE 法と DRA 法では分析可能な分

布が認められなかったのに対し、DSCA 法では深度による変化が少なく、比較している三種類の

中で最も正馬様での最大主応力の方向 30),31)と類似していることが認められる（図 4.4(c)右）。次に、

DSCA 法で得た応力分布を図 4.4(c)左に示す。なお、前述のとおり DSCA 法は主応力の大きさを

比で求めるため、近似で計算した表 4.3.3(b)の値を用いている。この図を見ると、測定原理の異

なる AE、DRA 法のそれと、値と変化の傾向が類似しており、三つの手法が何らかの共通した岩

盤特性に関係する値を得ていることを示唆している。ただし、主応力の絶対値は、既往の初期応

力測定 24)や後述する水圧破砕法の結果と比べて過大であり、共通する岩盤特性が得られていても、

それが初期応力とどのように関係しているかは不明である。そのほか、DSCA 法を適用すると、
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岩石の実質部分（クラック以外の部分）の固有線圧縮率の異方性が認められた。土岐花崗岩での

その異方性の大きさは 20～35％程度あり、少なくとも DSCA 法の適用では固有線圧縮率の異方

性の考慮が必要であることが示された。 

DSCA法　初期応力の主値
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-800

-600

-400

-200

0

0 50 100 150

応力, MPa

鉛
直

深
度

, 
m

σ1 σ2 σ3

DSCA法　最大主応力（圧縮を正）の方位
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-600
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0
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鉛
直

深
度

, 
m
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mN EW

■ゾーンは正馬様での測定で得たσ1の方位  

図 4.4(c) DSCA 法による初期応力の深度分布（圧縮を正） 

以上の、岩石試料を用いた初期応力測定の全体を概観すると、MIZ-1 号孔で得た土岐花崗岩を

対象とした場合、各手法とも表 4.4 に示した長所短所を持っており、決定的な方法は無いといえ

る。その背景として、初期応力の解放で発生するひずみ量が測定限界に近いほど小さく、各手法

の測定原理における基本特性(AE/DRA 法でのカイザー効果による変化点、ASR 法での非弾性ひ

ずみは最初急激に発生して時間とともに収束する特性、DSCA 法での線圧縮率増分)が十分な精度

で観測されていないものと考えられた。しかし、同じ土岐花崗岩でも、正馬様用地内の測定例 5),6),7)

では、AE/DRA 法の示す鉛直初期応力が土被り圧にほぼ等しく初期応力がある程度正しく測定さ

れたと結論されており、双方で結果が異なる。正場様の解析では鉛直方向を軸とする円柱形試験

体だけを用いて土被り圧に相当する応力履歴を評価しており、そこでの未知数は応力値 1 個であ

る。これに対して MIZ-1 では三次元で主応力方向とその値を未知数として評価しており、水平応

力の履歴など結果に及ぼす要因がはるかに多いため、このような結論の相違が発生したものと考

えられる。そのほか、DSCA 法で示された固有線圧縮率の異方性を踏まえると、何れの岩石試料

を用いた応力測定法も岩盤の応力‐ひずみ関係に依拠しているため、初期応力結果にこの異方性

の影響が及んでいると予想されるが、一方で、AE/DRA 法は異方性との関係が未解明、ASR は等

方性仮定に立脚、さらに DSCA 法は固有線圧縮率のみ補正（ポアソン比は等方性仮定）としてい

るのが現状で、岩石試料を用いた応力測定における異方性の検討は今後の課題である。 
 



 
 

 

表 4.4 MIZ-1 号孔に岩石試料を用いた初期応力測定を適用したときの結果 
初期応力 AE 法 DRA 法 ASR 法 DSCA 法 

値は得られたか △ (測定不能な

試験体あり) ○ ×(測定不能) △ (原理的に比

のみ得られる) 

方向は得られたか ○ ○ △(深度 2 点の

み) ○ 

方向に系統性、正馬様

との類似性は認められ

るか 
× × × △ 

評価 
測定原理が同一の AE 法と DRA 法

とで測定結果に明瞭な相関が認め

られず結果に疑問が残る 
適用不可 

値が得られない

ことを除けば今

回のうちで最良
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5. 水圧破砕法による初期応力測定 
 
5.1 測定原理 
5.1.1 概要 

水圧破砕法32),33)とは、岩盤内に荷重を加えてき裂を生成し、そのき裂を一旦閉じた後に再開口

するのに必要な荷重、あるいは、そのき裂を開口したまま定常状態とするのに必要な荷重をそれ

ぞれ測定して、これら荷重と岩盤との応力状態の関係式を用いて初期応力を得る手法である。一

般に、測定のためにボーリング孔が用いられ、パッカーで閉塞したボーリング孔内の一定区間に

水を圧入して岩盤に荷重を加えている。特長として崩壊のないボーリング孔壁が得られる範囲で

大深度への適用が可能である。また、４章で述べた岩石試料を用いた応力測定法が小さな試験体

を用いることから数 cm 程度の小さな領域の初期応力が評価されるのに対し、水圧破砕法ではメ

ートルオーダーの比較的大きな領域の初期応力が平均的に得られる。一方で原理的な制約があり、

ボーリング軸に直交する面内の主応力を対象とした測定法であるため、一方向のボーリング孔を

用いた測定のみでは三次元の初期応力は得られない。ただし、ボーリング孔が鉛直で、初期応力

の主値の一つが鉛直な土被り圧であると近似できる場合は、後の二つの主値（圧縮を正として、

最大水平主応力 HS 、最小水平主応力 hS に対応する）はボーリング軸に直交する面内にあるので

三次元初期応力測定が可能となる。本測定では、MIZ-1 号孔が図 3.1.1 のとおり鉛直方向より 14
度傾斜しているが、これを鉛直と近似して水圧破砕法を適用することにした。 
 
5.1.2 低コンプライアンス加圧システムの要求 

近年、水圧破砕法においては、その測定精度を損なう要因について検討が行われている34)。初

期の測定原理では、流体をボーリング孔に圧入し、き裂を生成したときの圧力 bP と、そのき裂が

開口後に流体圧入を止めて定常状態になったときの圧力 sP を用いて主応力 HS と hS を得ていた。

この方法によると、岩盤引張強度 tS を知る必要があるが、一般に tS を評価することは困難である。

そこで bP の代わりに、き裂が一旦閉じた後に再開口するときの圧力 rP を用いることで、 tS を知

る必要のない方法が考案された。この方法は便利なため広く用いられるものとなった。その後、

適用事例が増えるにつれて後者の方法で測定された主応力比( hH SS / )が一定となる傾向が認めら

れた。しかし、様々な事例に共通して一定となる必然性がなく、手法の成立について再検討が必

要と考えられた。これに対し Cornet35)や Zoback ら 32)は、水圧破砕で生成したき裂は応力を落と

しても噛み合わせが不完全なため残留開口幅を持っており透水性を与えることを実験で示した。

そこで伊藤36)は、問題の式は、再開口前からき裂内部にボーリング孔内の流体圧力が加わること

を考慮していない点が誤りであると考えて、これを正せば真の rP が求まることを数値解析で示し

た。また、真の rP を得るには測定に用いる加圧システム自身の体積変化が無視できる（すなわち

加圧システムが低コンプライアンスである）ことが必要と述べている。以上をふまえて、本測定

では、伊藤らの考えに基づく測定法を適用した。 
 
5.2 試験方法 
5.2.1 試験位置 

試験位置は、初期応力の深度に対する変化を検討できる位置とするほか、試験装置がボーリン

グ孔に抑留される恐れの少ない、孔壁が安定で顕著な亀裂の認められない位置となるよう選定し

た。なお、顕著な亀裂がないことは均質な等方弾性体を仮定した測定原理上からも必要である。

表 5.2.1 に試験位置を示す。水圧破砕法ではボーリング軸に直交する面内の主応力が測定される

ので、ボーリング孔が傾斜した深度 250m 以下では、厳密に言うと水平面内の主応力を測定した
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ことにならない。しかし、本測定では初期応力の主値の一つが鉛直な土被り圧であると考えるこ

と、また、ボーリング孔の傾斜が 14 度程度とそれ程大きくないことから、ボーリング孔は鉛直と

近似して初期応力を求めることにした。ただし、ボーリング孔が傾斜していることで発生する鉛

直深度と掘削深度の相違は補正する。 

表 5.2.1 水圧破砕法 試験対象深度 

深度 No.
測定区間の平均 
掘削深度で表記 

(GL.- m) 

測定区間の平均 
鉛直深度で表記※ 

(GL.- m) 
備考 

1 168 168 

一深度あたり一測点 
 
測定および結果解釈に

おいてボーリング孔の

傾斜は無視 

2 228 228 
3 238 238 
4 298 298 
5 335 335 
6 450 449 
7 523 520 
8 560 556 
9 578 573 

10 638 632 
11 645 639 
12 765 755 
13 818 807 
14 886 873 
15 1017 1001 
下の地質構造モデルは第 1 段階報告書

2）、ステップ 3 モデルに加筆 
 

物理力学試験 AE/DRA ASR DSCA 水圧破砕

1

15

10

5

MIZ-1 号孔掘削で判明した情報を
反映した地層構造モデル

被覆層

上部 
割れ目帯

下部
低密度 
割れ目帯

低角度
割れ目
集中帯

※掘削深度と鉛直深度の関係に曲線補間して算定したため 0.3m 程度の計算誤差を含む 

5.2.2 試験装置および試験方法 
試験装置の概要を図 5.2.2 に示す。5.1.2 項で述べたとおり、低コンプライアンス測定への対応

を行っており、剛なパッカーを用いてその変形の影響を抑制し、また、加圧区間の体積は約 7×
10-3m3 と小さいものとなっている。試験手順は、ボーリング孔の孔径確認などの準備の後、①水
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圧破砕前の孔壁型取り、②水圧破砕試験、③水圧破砕後の孔壁型取りの順番で行う。ここで試験

の前後二回実施する型取りは、流体圧入で生成した人工き裂と既存き裂を区別し、人工き裂の方

向などを検討するために行っている。以下に、各手順の詳細を示す。 

 
図 5.2.2 水圧破砕法における試験装置（現場測定） 

① 水圧破砕前の孔壁型取り 
測定に用いるボーリング孔のコア観察およびキャリパー検層の結果を参考として、既存き裂が

少なく孔壁が安定している位置を選定する。次いで選定した位置に可塑性チューブで作った型取

りパッカーを挿入して孔壁面の凹凸を写し取り、その観察結果から既存き裂が調査に支障を与え

るものでないか検討する。 
② 水圧破砕試験 

図 5.2.2 に示したように、測定に際し、測定位置に降下させた二つのパッカーエレメントを膨

張させてボーリング孔を閉塞し、二つのパッカーの間に加圧区間を用意する。そして、高圧ポン

プでその区間に一定流量（2×10-3～5×10-3 m3/min）で加圧区間の圧力上昇が起こらなくなるま

で水を圧入し、次いで圧入を停止して加圧区間を遮断し、その後圧力を解放するという一連の操

作を繰り返し行なう。このとき全工程における圧入流量と圧力、経過時間の関係を記録する。 
一般的には、最初の水の圧入において上昇した加圧区間の圧力が急減する点( bP )が観測され、

そのとき人工き裂が生成されている。その後、加圧区間を遮断すると、圧力は徐々に下降してき

裂閉口圧( sP )に収束する37)。また、一旦、加圧区間の圧力を解放してから水の圧入を再度行なう

と、今度は先の人工き裂が再開口する圧力( rP )が観測される38)。 
③ 水圧破砕後の孔壁型取り 

再び①で用いたものと同じ型取りパッカーを用いて、水圧破砕後の孔壁面の凹凸を写し取り、

水圧破砕前のものと比較することで新たに発生したき裂（人工き裂）を特定する。なお、型取り

パッカーには方位傾斜計がついており、人工き裂の有無だけでなく方向も読み取ることができる。 
既出の測定結果( bP , sP , rP )と初期応力( HS , hS )の間には以下の関係がある 37)。 

tHhb SSSP 3  

hs SP  
(5.2.2-1) 
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この式を用いて bP と sP から初期応力( HS , hS )の値を計算するのが初期の方法であるが、前述し

たように正確な値を得ることが困難な tS を必要としている。次いで普及した、 bP に代えて rP を

用いる方法では関係式は以下のとおりで39)、 tS は必要ない。しかし、前述のとおり必然性のない

結果を与えるため再検討が必要と考えられた式である。 
Hhr SSP 3  

hs SP  
(5.2.2-2) 

この式の成立には、人工き裂の再開口圧 rP とは tS がゼロの岩盤に人工き裂を生成することに等

価と仮定できることが必要である。すなわち、再開口前の人工き裂の内部にボーリング孔に圧入

した流体が侵入せず、その圧力は加わらないと考えることに等しい。これに対し、伊藤らの再検

討 36) では、再開口前からき裂内部に圧入した流体が進入し、ボーリング孔の加圧力がき裂内部に

加わると考えるのが妥当であると結論している。そこで導かれた式は次のとおりである。 

2
3 Hh

r
SS

P  

hs SP  
(5.2.2-3) 

本試験では最後の(5.2.2-3)式に拠って初期応力の値を得ることにした。 
なお、初期応力の方向は計算によってではなく、型取りパッカーに記録された人工き裂の観察

から得られる。測定位置をボーリング軸に直交する面で切断したときの、面内に示される人工き

裂の方向が、その面内の最大主応力 HS の方向であり、 hS はこれと直交する方向にある。 
 

5.3 水圧破砕法で得られた初期応力状態 
水圧破砕法で得られた初期応力を表 5.3(a)および 5.3(b)に示す。試験で得られる結果は HS と hS

の値およびその方向であるが、三次元応力状態の参考として各試験位置(鉛直深度)で推定された土

被り圧 vS を併記した。 

表 5.3(a) 水圧破砕法で求めた MIZ-1 号孔の初期応力の方向 

深度
No. 

試験で得られた初期応力の方向（ボーリング孔は鉛直と近似） 

HS  hS  

 

磁北から時計回り方位(°) 
1 58.9 

HS と直交する

2 －74.3 
3 －37.5 
4 －7.8 
5 －70.1 
6 計測× 
7 －67.6 
8 －30.6 
9 －18.1 
10 75.2 
11 －77.8 
12 計測× 
13 －19.3 
14 計測× 
15 －31.7 
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表 5.3(b) 水圧破砕法で求めた MIZ-1 号孔の初期応力値（圧縮を正） 

深度 No. 
試験で得られた初期応力値 土被り圧 水圧破砕法　初期応力値

-1200

-1000

-800

-600

-400

-200

0

0 10 20 30

応力, MPa
鉛

直
深

度
, 
m

SH Sh SvHS  MPa hS  MPa vS  MPa 

1 11.5 7.4 4.3 
2 11.3 6.9 5.8 
3 11.9 8.5 6.1 
4 16.1 11.3 7.6 
5 17.7 10.6 8.5 
6 計測× 計測× 11.4 
7 21.3 11.7 13.2 
8 28.1 16.6 14.2 
9 21.3 14.9 14.6 
10 17.2 12.1 16.1 
11 18.4 12.1 16.3 
12 計測× 計測× 19.2 
13 22.0 13.7 20.6 
14 計測× 計測× 22.2 
15 22.4 15.1 25.5 

計測×：水の圧入で人工き裂が生成されず天然き裂が開口したため初期応力が得られない測定例 
土被り圧(MPa)＝鉛直深度(m)×岩の比重 2.6×重力加速度 9.8(m/s2)÷1000 

 
水圧破砕法の試験結果は以下のような特徴を有した。初めに HS 方向についてみると表 5.3(a)

に示すとおりであり、深度 No.1 と 10 を除けば HS は概ね mNW‐SE 方向に集中した。例外の二

つの深度のうち、深度 No.1 は低角度割れ目帯に隣接し、規模の大きな断層帯の中にある。また、

3 章で述べた室内物理・力学試験結果では強度やヤング率が他の半分程度となる脆弱部と示され

ている。一般にこのような岩盤は等方弾性体とは異なる挙動を示すことから、等方弾性体を仮定

した水圧破砕法が成立していないものと考えられる。一方、深度 No.10 は鉛直深度 650～700m
付近で MIZ-1 号孔と交差する規模の大きな断層帯より 15m 程度上方に位置し、室内物理・力学

試験結果では平均的な値を示すことから断層による変形作用はそれ程受けていないが、断層によ

る応力の擾乱は受けているものと考えられる。以上を踏まえると、深度 No.1 と 10 を除いたもの

が MIZ-1 号孔の置かれた大局的な応力場と考えられる。この方向は、当該地域の発震機構解析40)

で示された応力の方向、および、広域的な測地結果から導かれる地殻変形の方向と調和し41) 、正

馬様用地内における水圧破砕法の示した方向との類似も認められるため、ほぼローカルスケール

での広域応力場が測定されているものと考えられる。 
次に HS と hS の値についてみると、表 5.3(b)に示すとおり、概ね深度 400m よりも浅いところ

では、鉛直応力( vS )と水平面内の主応力( hS , HS )について vhH SSS の関係であり、岩盤内は

水平方向に最大圧縮力がある逆断層型の環境となっている。一方、概ね深度 600m より深いとこ

ろでは、これと異なり hHV SSS の関係であり、岩盤内は鉛直方向に最大圧縮力がある正断

層・横ずれ断層型の環境に変化する。先に述べたとおり鉛直深度 650～700m 付近で MIZ-1 号孔

と交差する規模の大きな断層帯があり、これを境として断層の上盤と下盤で応力状態が不連続に

なっているものと考えられる。ただし、細かくみると断層の上盤と下盤の境界よりも、応力状態

が逆断層型から正断層型に変化する境界のほうが 100m 程度、上盤側にシフトしているように見

える。また、その境界付近では、その他の深度で HS と hS が深度と比例的な関係であるのに対し、

これから大きく外れた値となることが認められる。なお、断層の影響により三次元応力場が変動
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し、初期応力の主値が、測定に用いるボーリング孔の孔軸やこれと直交する面内から大きく外れ

て水圧破砕法の前提が成り立たないことが考えられる。しかし今回の測定例では水圧破砕で生成

した亀裂がいずれも測定理論で予測される縦亀裂であったので、断層前後の位置においても水圧

破砕法は成立していると判断した。 
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6. 岩盤力学モデル 
 
前章までの調査結果から、MIZ-1 号孔周辺における基盤岩（土岐花崗岩）の物理・力学特性と

初期応力状態が明らかとなった。そこで、当該調査以前に既得情報や広域地下水流動研究で掘削

したボーリング（主に DH-2 号孔）から得られた情報で構築した旧岩盤力学モデルを踏まえ、今

回の新しい情報を反映させたサイトスケールの岩盤力学モデルを新たに構築した。新たに構築し

た岩盤力学モデルを図 6 に示す。 
このモデルに示した断層や地層・岩相区分は、第１段階の調査・解析結果42)から構築されたス

テップ 3 の地質構造モデル 2) を用いた。その概略は、MIZ-1 号孔位置で鉛直深度 110m 程度まで

堆積岩が分布し、その下位に基盤岩となる土岐花崗岩が分布するものである。さらに、土岐花崗

岩は鉛直深度 310m 程度までの上部割れ目帯（UHFD と略称）と下部割れ目低密度帯（LSFD と

略書）に分かれ、規模の大きな断層は 3 箇所（図 6 の①～③）に認められている。 

（自然状態で2.58~2.65）
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図 6 岩盤力学モデル（物理・力学特性および初期応力状態） 

次に、この地質構造モデルを今回判明した物理・力学的特性と対比してみると、健岩部であれ

ば UHFD と LSFD の平均的な物理・力学的特性の差は少ないことが確認された。また断層①に

隣接する地点で採取したコアの物理・力学的特性が健岩部と明らかに異なる脆弱性を示す値であ

ったことから、断層①と交差する深度 200m 前後は脆弱な岩盤であると考えられる。そこで、岩

盤力学モデルでは健岩部の UHFD と LSFD を区別せず一様とし、一方で、断層①の前後のみ、

他と比べて特異な物理・力学的特性を持つ脆弱部であると考えた。以上の区分に基づく岩盤力学

モデルを示す代表的な特性値を図 6 に示す。 



 
 

 

さらに、地質構造モデルと初期応力状態を対比してみると、本調査の中で比較的信頼性が高い

と考えられた手法である DSCA 法および水圧破砕法による評価から、断層②の影響を受けたと考

えられる 1 点を除けば、圧縮を正とした最大主応力は概ね水平で NW‐SE 方向を示し、これの深

度方向での大局的な変化は少ないことが確認された。また、水圧破砕法による評価から、水平面

内の HS と hS の値は、断層②の上盤と下盤とで土被り圧との大小関係が逆転することが確認され、

断層の上盤では水平方向に最大圧縮力がある逆断層型の環境、下盤では鉛直方向に最大圧縮力が

ある正断層・横ずれ断層型の環境であると考えられた。以上の区分に基づいて、岩盤力学モデル

の初期応力状態は、図 6 に示すような断層②を境界とする二つの領域であると定めた。なお、物

理・力学的特性において深度 200m 前後の脆弱化を伴う断層①の初期応力との関連は特に認めら

れなかった。 
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7. まとめ 
 
本調査では、超深地層研究所計画における第 1 段階の課題として位置づけられた、研究所用地

内における深層ボーリング孔（MIZ-1 号孔）の掘削による研究所用地の深部地質環境の把握と、

それに基づく地質環境モデルの構築について、岩石の物理・力学的特性と初期応力状態の面から

検討を行なった。調査で得られた結果は以下のとおりである。 
研究所用地に分布する基盤岩（土岐花崗岩）の物理・力学的特性を示す値として、ボーリング

コアを用いた室内試験により以下の値が得られた。断層に伴う変形作用を受けていると考えられ

る脆弱部を除いた健岩部では、静ポアソン比が全体的に小さめである他は、概ね正馬様の土岐花

崗岩と同程度であった。また、日本の平均的花崗岩との比較で認められた傾向として、研究所用

地の土岐花崗岩は、物理物性では有効間隙率が小さく弾性波速度が速い岩石であり、力学物性で

は静ヤング率と粘着力が大きな岩石であることが示された。 

表 7(a) 研究所用地の深部にある土岐花崗岩の特性（健岩部での平均） 
見かけ比重（乾燥） 2.62 一軸圧縮強度 173MPa 

有効間隙率 1.12％ 50%強度接線静ヤング率 53.9GPa 
  静ポアソン比 0.265 

表 7(b) 同、脆弱部も含めた試験全体での平均 
見かけ比重（乾燥） 2.61 一軸圧縮強度 166MPa 

有効間隙率 1.84％ 50%強度接線静ヤング率 51.8GPa 
  静ポアソン比 0.263 

研究所用地深部での初期応力をボーリングコアから測定（AE、DRA、ASR、DSCA の四手法

を適用）したところ、変形性の小さな土岐花崗岩に観測される解放ひずみ（コア取り出しの際に

初期応力解放によって生じるひずみで、測定原理の成立に重要な特性）が測定限界に近いほど小

さく、DSCA 以外の手法では信頼できる結果は得られなかった。 
DSCA と、原位置岩盤において直接的に初期応力を測定する水圧破砕法により初期応力を評価

すると、圧縮を正とした最大主応力は概ね水平で NW-SE 方向を示し、これの深度方向での大局

的な変化は少ないことが確認された。また、水平面内の二つの主応力と鉛直応力（土被り圧）と

の大小関係を評価すると、概ね深度 400m より浅いところでは逆断層型、概ね深度 600m より深

いところでは正断層・横ずれ断層型となる環境であると考えられた。 
最後に、MIZ-1 号孔で別途実施された地質調査により作成された地質構造モデルを基本として、

以上の調査結果を解釈した岩盤力学モデルを構築した。モデルは深度 200m 付近の脆弱部を特記

しつつも、全体的には岩盤の物理・力学的特性が深度によらず概ね一様であるとしている。また

初期応力は深度 650～700m 付近で MIZ-1 号孔と交差する断層の上盤では逆断層型、下盤では正

断層・横ずれ断層型の環境にあるとしている。 
今後、今回の調査結果や岩盤力学モデルは、研究坑道掘削にともなう掘削影響領域の検討や研

究坑道の設計等に反映されるとともに、坑道内での調査が可能な第 2 段階以降の調査研究成果と

対比され、各段階における再評価（いわゆるモデルの妥当性確認、具体的には理解度の整理、不

確実性の検討など）が行なわれる。 
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付録（室内物理・力学試験における個々の試験体での結果） 
 

1．全試験体の物理試験結果（比重等測定） 
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2．全試験体の物理試験結果（弾性波速度等測定） 
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3．全試験体の力学試験結果（一軸圧縮試験） 
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4．全試験体の力学試験結果（圧裂引張試験） 
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5．全試験体の力学試験結果（三軸圧縮試験） 
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